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   第 ７ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

令和５年３月13日(月曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前０時20分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第33号 令和５年度熊本県一般会計予

算 

議案第36号 令和５年度熊本県収入証紙特

別会計予算 

議案第44号 令和５年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計予算 

議案第47号 令和５年度熊本県公債管理特

別会計予算 

議案第54号 熊本県職員の退職管理に関す

る条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

議案第55号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について 

議案第56号 熊本県住民基本台帳法施行条

例の一部を改正する条例の制定につい

て 

議案第57号 熊本県税災害減免条例の一部

を改正する条例の制定について 

議案第68号 包括外部監査契約の締結につ

いて 

報告事項 

①水道広域化推進プランの策定につい    

て 

②消防学校校舎及び寄宿舎の整備につ

いて 

  ③緑の流域治水の推進と五木村・相良村

の振興について 

④熊本県の契約に関する取組方針の策

定について 

 令和４年度総務常任委員会における取組の

成果について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 髙 島 和 男 

        副委員長 坂 梨 剛 昭 

                委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 山 口   裕 

        委  員  田 大 造 

        委  員 吉 田 孝 平 

欠 席 委 員(なし)   

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 小 牧 裕 明      

政策審議監 野 﨑 真 司 

       危機管理監 岡 村 郷 司 

       政策調整監 天 野 誠 史 

       首席審議員 

   兼秘書グループ課長 野 中 眞 治 

    広報グループ課長 櫟 本 麻 理 

  くまモングループ課長 脇   俊 也 

    危機管理防災課長 佐 﨑 一 晴 

 総務部 

         部 長 平 井 宏 英 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 真 田 由紀子 

       総括審議員 

兼政策審議監 千 田 真 寿 

      総務私学局長 緒 方 克 治 

        人事課長 磯 谷 重 和 

        財政課長 臼 井 洋 介 

    県政情報文書課長 坂 本 久 敏 

      総務厚生課長 上 塚 恭 司 

      財産経営課長 永 松 浩 史 

      私学振興課長 橋 本 誠 也 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 坂 野 定 則 

      消防保安課長 田 口 雄 一 
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        税務課長 坂 口 啓 介 

企画振興部 

         部 長 高 橋 太 朗 

理 事  

(球磨川流域復興担当)  

兼球磨川流域復興局長  水 谷 孝 司 

理 事 

(デジタル戦略担当)   

   兼デジタル戦略局長 小金丸   健 

  政策審議監 深 川 元 樹 

地域・文化振興局長 永 友 義 孝 

   交通政策・統計局長 清 田 克 弘 

土木技術審議監 菰 田 武 志 

首席審議員兼企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 久保田 健 二 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 木 原   徹 

      交通政策課長 坂 本 弘 道 

統計調査課長 馬 場 一 也 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

         政策監 田 浦 貴 久 

         政策監 有 働 人 志 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 野 尾 晴一朗 

       会計課長 杉 本 良 一 

      管理調達課長 枝 國 智 一 

 人事委員会事務局 

         局 長 西 尾 浩 明 

       公務員課長 永 野   茂 

 監査委員事務局 

         局 長 西 浦 一 義 

首席審議員兼監査監 市 川 弘 人 

監査監 守 屋 芳 裕 

監査監 坂 本 誠 也 

議会事務局 

         局 長 手 島 伸 介 

     次長兼総務課長 村 田 竜 二 

        議事課長 富 田 博 英 

      政務調査課長 福 田 博 文 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 宗 像 克 彦 

   政務調査課課長補佐 松 本 泰 明 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○髙島和男委員長 ただいまから第７回総務

常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 なお、委員会は、インターネット中継が行

われますので、委員並びに執行部におかれま

しては、発言内容が聞き取りやすいように、

マイクに向かって明瞭に発言いただきますよ

うお願いいたします。 

 それでは、本委員会に付託された議案を議

題とし、これについて審査を行います。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるために、着座のまま簡潔にお

願いします。 

 初めに、総務部長から総括説明をお願いい

たします。 

 平井総務部長。 

 

○平井総務部長 総務部長でございます。着

座にて失礼します。 

 今回提案しております議案の概要につきま

して御説明申し上げます。 

 令和５年度当初予算につきましては、熊本

地震、令和２年７月豪雨災害、新型コロナウ

イルス感染症の３つの困難への対応を最優先

とし、さらには半導体産業のさらなる集積に

向けた取組や高度情報化、移住、定住の推進

など将来の熊本の発展に必要な事業につい

て、総額9,136億円を計上しております。 

 このほか、条例の改正などにつきましても

併せて提案しております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては、財政課長から、また、予算の詳
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細な内容及び条例等議案につきましては、各

課長から、それぞれ御説明申し上げますの

で、よろしく御審議いただきますようお願い

申し上げます。 

 

○髙島和男委員長 次に、財政課長から、今

回の当初予算の概要等について説明をお願い

します。 

 

○臼井財政課長 財政課でございます。 

 総務常任委員会説明資料、横紙のものです

けれども、１ページをお願いいたします。 

 令和５年度当初予算の概要でございます。 

 まず、予算編成の基本的な考え方について

ですが、蒲島県政４期目の最終年度となる令

和５年度当初予算は、熊本地震と豪雨災害か

らの創造的復興や新型コロナウイルス感染症

への対応を最優先としつつ、半導体産業のさ

らなる集積や高度情報化、移住、定住など、

将来の熊本の発展に向けた予算として編成し

ております。 

 当初予算の規模は、9,136億円で、令和４

年度当初予算比で105億円の増となっており

ます。 

 下に平成20年度以降の当初予算の規模を記

載しておりますが、当初予算としては、令和

４年度を上回り、県政史上最大の規模となっ

ております。 

 ２ページには、その当初予算の特色を記載

しております。 

 １、令和２年７月豪雨からの創造的復興に

係る予算として238億円、２、新型コロナウ

イルス感染症を踏まえた対応に係る予算とし

て1,025億円、３、熊本地震からの創造的復

興として151億円、４、将来に向けた地方創

生の取組として199億円、５、令和５年度に

おける重点的な取組として、一部再掲も含め

て174億円を計上しております。 

 下に、参考として、熊本地震及び令和２年

７月豪雨災害に係るこれまでの予算の累計額

とその内訳を記載しております。 

 ３ページをお願いします。 

 ３ページから４ページにかけては、一般会

計のほか、15の特別会計及び５の企業会計の

内訳を記載しております。こちらについて

は、所管の常任委員会で御審議いただきま

す。 

 ５ページをお願いします。 

 ５ページと６ページが歳入予算の内訳で

す。 

 主に、５ページの２、地方消費税清算金、

３、地方譲与税、５、地方交付税の増が大き

くなっております。 

 また、６ページの15、県債も増加しており

ますが、うち臨時財政対策債については大き

く減少しております。 

 ７ページをお願いします。 

 ７ページと８ページが歳出予算の内訳で

す。 

 一番右側の説明欄に主な事業を記載してお

ります。 

 当初予算の概要は以上でございます。 

 

○髙島和男委員長 引き続き、担当課長から

の説明に入りますが、まず、人事課長に各課

共通の職員給与費について説明を求めた後、

担当課長から、職員給与費以外の項目につい

て、資料に従い順次説明をお願いします。 

 

○磯谷人事課長 人事課でございます。 

 19ページをお願いします。 

 当初予算の職員給与費につきまして、一括

して人事課の例で説明させていただきます。 

 表の上段、一般管理費、説明欄(1)①職員

給与費でございますが、令和５年度における

人事課の職員給与費としまして、３億6,700

万円余を計上しています。 

これは、令和５年１月１日現在の人事課の

職員の給与費から積算したものでございま

す。 
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 各課の職員給与費につきましても、人事課

と同様の方法で積算し、計上しておりますの

で、各課からの説明は省略させていただきま

す。 

 説明は以上です。 

 

○髙島和男委員長 引き続き、担当課長から

議案について説明をお願いします。 

 

○天野政策調整監 知事公室付でございま

す。 

 10ページにお戻りください。 

 10ページ２段目の計画調査費について、右

側の説明欄を御覧ください。 

 内訳は、県政の総合調整に要する経費及び

知事の特命事項や県政の重要課題等への対応

に要する経費でございます。 

 知事公室付は以上です。 

 

○野中秘書グループ課長 秘書グループでご

ざいます。 

 資料の11ページをお願いいたします。 

 一般管理費でございます。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 ２の庁費でございます。 

 内訳につきましては、二役の活動費を含む

秘書グループの運営経費、副知事秘書事務委

託に要する経費並びに熊本地震犠牲者追悼式

及び令和２年７月豪雨犠牲者追悼式の開催に

係る経費でございます。 

 秘書グループは以上でございます。 

 

○櫟本広報グループ課長 広報グループでご

ざいます。 

 12ページをお願いいたします。 

 ２段目の広報費でございます。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 まず、１の広報事業費は、新聞、広報紙、

テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し

て県の重要な施策等を周知するもの、首都圏

をはじめとした県外に向けて熊本をＰＲする

もの及び新型コロナウイルス関連の広報を行

うもの並びに地震からの復旧、復興につなげ

る広報を行うものでございます。 

 次に、２の広聴事業費は、県民の皆様の県

政に関する意見や御提言を県政に反映させて

いく広聴活動を行うものです。 

 最後に、３の広報諸費でございますが、県

庁の総合案内業務及び広報グループの運営を

行うものでございます。 

 広報グループは以上です。 

 

○脇くまモングループ課長 くまモングルー

プでございます。 

 13ページをお願いします。 

 上段、計画調査費の右側説明欄をお願いい

たします。 

 (1)くまモン使用許可等管理事業として、

くまモンのイラスト利用許諾に要する経費、

(2)くまモン活用熊本ＰＲ事業として、くま

モンを活用した県内プロモーション及びＳＮ

Ｓによる情報発信に要する経費を計上してお

ります。 

 続きまして、下段、商業総務費ですが、右

側説明欄２、物産振興費として、国内外にお

けるくまモン隊の活動に要する経費やくまモ

ンスクエアの管理運営費等を計上しておりま

す。 

 (6)くまモンランド化推進事業は、県全体

がくまモンの魅力にあふれ、世界中から人、

物、企業が集まる、いわゆるくまモンランド

の推進に要する経費を計上しております。具

体的には、くまモンの世界観を広げるくまモ

ンタウン、くまモンファームなど、様々な事

業を展開していく予定です。 

 最下段の３、くまモン活躍基金積立金は、

条例に基づいた基金への積立金でございま

す。 

 くまモングループは以上です。 
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○佐﨑危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 15ページをお願いします。 

 上段の一般管理費につきまして、説明欄２

の危機管理対策費は、危機管理対応及び国民

保護訓練の実施等に要する経費でございま

す。 

 下段の防災総務費につきまして、前年度と

の比較で20億円余の減額となっております

が、前年度は新防災センター整備に係る経費

を計上していたことによるものでございま

す。 

 説明欄２の防災対策費の(3)市町村防災体

制・災害対応力強化支援事業は、市町村の防

災体制強化のための地区防災計画策定研修や

住家被害認定調査研修等に要する経費でござ

います。 

(4)実践的地域防災力強化事業は、地区防

災訓練の実施など、自主防災組織の活動促進

等を行うための県の自主防災組織活動支援員

の配置に要する経費でございます。 

(5)地域防災力強化事業は、防災士等地域

防災リーダーの育成及びスキルアップに要す

る経費でございます。 

 下のマル新、(11)防災センター展示・学習

室運営事業は、新規事業ですが、新防災セン

ター１階に整備する熊本地震など本県の自然

災害の経験や教訓等を伝える防災センター展

示、学習室を運営するための会計年度任用職

員の雇用等に要する経費でございます。 

(12)九州広域防災拠点強化整備事業は、南

海トラフ地震を想定し、国や大分県、宮崎県

等と本県で初めて実施する広域応援訓練等に

要する経費でございます。 

マル新、(13)防災ＤＸ推進事業は、新規事

業ですが、災害時、防災センターにおいて、

被害情報収集のため、市町村や消防本部等と

ドローン映像を共有するためのシステム導入

等に要する経費でございます。 

 17ページをお願いします。 

 ４、防災・行政情報通信ネットワーク整備

事業は、地域振興局の防災行政無線の浸水対

策及び衛星通信ネットワーク、第３世代シス

テムの整備による防災通信インフラの強靱化

等に要する経費でございます。 

 第３世代システムの整備経費につきまして

は、併せて債務負担行為の設定もお願いして

おります。 

 下段の債務負担行為の設定を御覧くださ

い。 

 防災情報通信基盤整備事業は、先ほどの第

３世代システムを市町村及び消防本部に整備

するものです。今回、第１期目の整備とし

て、熊本市ほか21市町村等への整備工事につ

いて、令和６年度までの２か年工事を行いま

すので、債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 なお、工事初年度は、入札や契約手続等の

ため工事費は計上せず、令和６年度に工事費

を計上しております。 

 また、第２期目の整備は、残りの市町村等

を対象に、令和６年度から７年度までの工事

として計画しております。 

 危機管理防災課は以上です。 

 

○磯谷人事課長 人事課でございます。 

 19ページをお願いします。 

 表の上段、一般管理費でございますが、９

億8,300万円余を計上しております。 

 (1)②の災害派遣手当につきましては、７

月豪雨災害による他県等からの自治法派遣職

員へ支給する災害派遣手当を、また、(2)時

間外勤務手当等につきましては、年度途中の

災害等により業務量が増加したときに備えま

して、時間外勤務手当を、ともに知事部局分

を一括して計上しているものでございます。 

 次に、下段の人事管理費でございますが、

18億1,400万円余を計上しております。 

 ２、人事管理費でございますが、(1)人事

課運営経費、(4)障がい者チャレンジ雇用事
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業などを計上しています。 

 ３、退職手当につきましては、知事部局職

員の退職手当所要額を計上しています。 

 表の一番下の合計金額において、前年度と

比較して21億6,000万円余の減額になってお

りますが、これは、県職員の定年引上げによ

りまして、知事部局職員の定年退職者が減少

することに伴う退職手当の減額が主な理由で

ございます。 

 人事課は以上です。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○臼井財政課長 財政課でございます。 

 20ページ１段目の一般管理費ですが、説明

欄の２の庁費につきまして、知事部局職員の

赴任旅費等でございます。 

 ２段目の財政管理費ですが、説明欄の４、

職員等退職手当基金積立金、これは、定年の

段階的な引上げに伴い、年度間で増減する退

職手当の財源を積み立てるものです。 

 また、説明欄の２、３、５、６、７の各積

立金は、基金への運用利息等の積立てでござ

います。 

 21ページをお願いします。 

 １段目の元金から３段目の公債諸費にかけ

て、公的資金及び銀行等引受債の元金、利子

の償還、市場公募債の償還金等の原資となる

公債管理特別会計への繰出金などの年間所要

額を計上しております。 

 22ページは、公債管理特別会計です。 

 １段目の元金から３段目の公債諸費にかけ

て、市場公募債などの元金や利子の償還並び

に市場公募債の発行に要する手数料などの年

間所要額を計上しております。 

 23ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 これは、ほかの地方公共団体と共同で発行

する形式の市場公募債につきまして、発行に

参画する総計45の都道府県などで連帯して債

務を負う必要がございますので、その連帯債

務でございます。 

 財政課は以上です。 

 

○坂本県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 24ページをお願いします。 

 ２段目の文書費は、説明欄に記載の１、文

書事務費及び２、公報事務費でございます。 

 １の文書事務費につきまして、(1)文書関

係事務費は、行政文書等管理委員会の運営、

文書管理システムの維持管理等、行政文書の

管理に要する経費です。 

 以下、(2)から(4)まで、情報公開、個人情

報保護や公益法人制度の推進、行政不服審査

会の運営等に係る事務費です。 

(5)は、ＤＸによる行政文書管理の効率化

を図るための調査費等でございます。 

 25ページをお願いします。 

 １段目の諸費は、県出身者のための学生

寮、有斐学舎に対する運営費助成でございま

す。 

 ２段目の大学費は、熊本県立大学の業務の

財源に充てるための運営費交付金等でござい

ます。 

(1)は、通常分として大学に交付する交付

金、(2)は、大学の評価委員会の運営等に係

る当課の事務費です。 

(3)は、低所得世帯の学生に対する授業料

等の減免に係る交付金、(4)は、国際交流や

地域貢献の推進に係る交付金です。 

(5)高等教育ＤＸ推進体制整備は、学内情

報をデジタル化、集約し、分析するための交

付金です。 

(6)は、令和２年７月豪雨災害からの復興

や地域再生支援等のための各種無料オンライ

ン講座開催に係る交付金でございます。 

 県政情報文書課は以上です。 

 

○上塚総務厚生課長 総務厚生課でございま

す。 
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 26ページをお願いいたします。 

 まず、一般管理費でございますが、説明欄

２、庁費の共済組合事業費は、地方公務員等

共済組合法に基づく共済組合への負担金など

でございます。 

 次に、中段の人事管理費でございますが、

説明欄１、人事管理費のうち、(1)の総務事

務集中化運営費は、庶務事務の集中処理に係

る人件費及び事務費、(2)の庶務事務システ

ム等運用費は、システムの保守管理、機器リ

ースなどに要する経費でございます。 

 ２の職員福利厚生費は、県職員の福利厚生

全般に係る経費でございますが、(1)の職員

の健康管理費等は、職員の健康診断や人間ド

ック、心身の健康管理対策などに要する経

費、(2)の職員住宅管理費は、職員住宅の維

持管理に要する経費でございます。 

 ３の児童手当は、職員に対する児童手当の

支給に要する経費でございます。 

 次に、下段の恩給及び退職年金費でござい

ますが、昭和37年11月30日までに退職した元

職員の遺族に対する扶助料の支給に要する経

費でございます。 

 総務厚生課は以上です。 

 

○永松財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 27ページをお願いします。 

 下段の財産管理費をお願いします。 

 説明欄を御覧ください。 

 １の財産管理費のうち、(2)市町村交付金

は、職員住宅など県有の貸付財産等が所在す

る市町村への固定資産税に代わる交付金でご

ざいます。 

 ３の庁舎等管理費は、県庁舎や地域振興局

等の管理や整備、改修などに要する経費でご

ざいます。 

 28ページ、４の財産利活用推進費のうち、

(2)ＦＭ推進県有施設集約化事業は、県有施

設長寿命化保全計画の策定、防災センター建

設に伴う執務室の再配置及び県有施設等の整

備、運営に民間の経営手法の導入検討に要す

る経費でございます。 

 下段の県庁舎等施設災害復旧費は、駐輪場

整備や防災センター完成式に要する経費でご

ざいます。 

 なお、当課、合計33億円余の減額となって

おりますが、防災センター整備事業の終了に

よるものでございます。 

 29ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定です。 

 いずれも、令和５年度から２か年で事業を

実施するため、設定をお願いするものでござ

います。 

 財産経営課は以上です。 

 

○橋本私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 30ページをお願いします。 

 上段の諸費は、宗教法人の指導に係る事務

費でございます。 

 下段が私学振興費でございますが、右側説

明欄の４、私学振興助成費につきましては、

(1)から次の31ページの(6)までの事業は、私

立学校の運営や生徒の授業料等への支援を行

うものです。 

(7)の熊本時習館構想関連事業は、高校生

等の海外進学チャレンジの推進や私学の創意

工夫ある取組を支援する魅力アップ事業など

に係る経費です。 

(8)の職業実践専門課程運営費補助は、企

業等と連携し、より実践的な職業教育に取り

組んでいるとして国から認定を受けた専門学

校に対し、取組に要する運営費を助成するも

のです。 

(9)の国際教育支援事業は、半導体関連工

場の立地等に伴い、今後増加が予想される外

国人児童生徒を受け入れるため、教育環境の

整備を行う私立学校等に対し助成を行うもの

です。 
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 私学振興課は以上です。 

 

○坂野市町村課長 市町村課でございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 １段目の地域振興局費でございます。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 (3)広域本部・地域振興局政策調整事業

は、地域が抱える課題の解決に向けて、広域

本部、地域振興局が地域の実情に応じて取り

組む事業でございます。 

 次に、４段目の自治振興費でございます。 

 (1)自治振興支援費は、市町村の行財政運

営の支援、助言等に係る経費及び県から市町

村への権限移譲に伴う交付金等でございま

す。 

(2)市町村自治宝くじ交付金は、宝くじ収

益金を公益財団法人熊本県市町村振興協会に

交付するものでございます。 

 33ページをお願いいたします。 

 (10)平成28年熊本地震復興基金交付金は、

熊本地震からの復旧、復興に取り組む市町村

に対する交付金でございます。 

 34ページ、４段目の県議会議員選挙費は、

来月９日投開票の県議会議員選挙の執行経費

でございます。 

 ５段目の知事選挙費は、令和６年４月に任

期満了を迎える県知事選挙の執行経費のう

ち、年度内の準備に必要な経費を計上するも

のでございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 市町村振興資金貸付事業特別会計について

でございます。 

 これは、市町村が行う施設整備事業または

災害復旧のための貸付事業に対する貸付金で

ございます。 

 市町村課は以上です。 

 

○田口消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 36ページをお願いいたします。 

 上段の防災総務費につきまして、説明欄を

お願いいたします。 

 ２の防災対策費は、防災消防ヘリの運航管

理、防災消防航空センターの維持管理などに

要する経費でございます。 

 下段の消防指導費につきまして、２の消防

費の(4)消防体制強化推進事業は、消防指令

の共同運用整備支援など消防力の強化推進や

消防団活動のＰＲなど消防団の充実強化等に

要する経費でございます。 

 ４の消防学校費の(2)消防学校施設整備事

業は、訓練塔の整備費や本館及び寄宿舎整備

のための設計費など、消防学校の機能強化に

要する経費でございます。 

 37ページをお願いいたします。 

 火薬ガス等取締費ですが、説明の２から４

までの事業は、いずれも関係する事業者に対

する許認可や検査に要する経費のほか、免状

交付事務委託等に要する経費でございます。 

 38ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 消防学校施設整備事業につきましては、消

防学校の本館及び寄宿舎の建て替え整備に係

る設計業務事業期間が、準備も含めまして、

約２年間を要することから、令和６年度まで

の債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 消防保安課は以上でございます。 

 

○坂口税務課長 税務課でございます。 

 39ページをお願いします。 

 税務総務費ですが、説明欄の３、納税奨励

費は、軽油引取税の特別徴収義務者に対し、

特別徴収した税額の2.5％を交付する交付金

等でございます。 

 ６、県税事務オンラインシステム維持管理

費は、県税システムの運用や改善等に要する

経費でございます。 

 40ページ１段目の賦課徴収費ですが、説明

欄の２、公金取扱費は、個人県民税の賦課徴
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収を行っている市町村や地方消費税の賦課徴

収を行っている国に対して支払う徴収取扱費

です。 

 ２段目のゴルフ場利用税交付金から41ペー

ジ最下段の法人事業税交付金までは、県に納

付されました税収を基に、市町村への交付や

他の都道府県との精算を行うものです。 

 税務課は以上です。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 資料43ページをお願いいたします。 

 まず、諸費になりますが、３億6,400万円

余を計上しており、東京事務所の管理運営な

どに要する経費でございます。 

 次に、計画調査費で２億7,400万円余を計

上しております。 

 １の開発促進費は、主に全国知事会への負

担金や知事会の活動に要する経費でございま

す。 

 ２の企画推進費、(2)のふるさとくまもと

創造人材奨学金返還等サポート事業は、若者

の県内就職を後押しするため、企業と県が連

携して奨学金返済等の支援を行う経費でござ

います。 

(3)のＳＤＧｓ推進事業は、ＳＤＧｓ登録

制度の運用のほか、ＳＤＧｓの推進に要する

経費でございます。 

(4)の国際教育環境整備推進事業は、新規

事業になりまして、県内教育機関で外国籍児

童生徒の受入れ体制整備を推進するための経

費でございます。 

 44ページをお願いいたします。 

 ４の奨学金返還支援基金積立金は、２の

(2)で御説明をいたしました奨学金返還等サ

ポート事業で、10年間にわたり企業と県で奨

学金返還を支援することとしており、参加企

業に令和４年度に就職した若者へ10年分の支

援に必要となる経費を積み立てるものでござ

います。 

 ５のふるさとくまもと応援寄附基金積立金

は、企業版ふるさと納税としての寄附金のう

ち、後年度の事業に充当するものを基金に積

み立てるものでございます。 

 企画課は以上になります。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 45ページをお願いいたします。 

 下段の計画調査費、右側説明欄の１、開発

促進費、「環境首都」水俣・芦北地域創造事

業は、水俣市が実施している水俣川河口臨海

部の護岸整備など、水俣・芦北地域における

新しい形の地域づくりへの支援等に要する経

費でございます。 

 ２、企画推進費の(1)地域づくりチャレン

ジ推進事業は、地域団体等による自主的な地

域づくりの取組への支援等に要する経費でご

ざいます。 

(2)御所浦地域活性化推進事業は、交流人

口の拡大に向けたイベント開催や地域おこし

協力隊の活動への支援等に要する経費でござ

います。 

(3)移住定住促進事業は、移住支援金の交

付や移住相談窓口の設置など、移住、定住の

促進に要する経費でございます。 

 来年度は、市町村による移住者の住まい確

保の取組への支援に加えまして、仕事確保な

ど、移住施策の推進に係る課題解決の取組に

ついても支援を行うこととしております。 

 あわせまして、県内の高等学校等の卒業生

を対象として、熊本の魅力や仕事情報などを

定期的に発信するシステムの構築にも取り組

んでまいります。 

 (4)持続可能な草原維持システム構築推進

事業は、野焼きの担い手確保や恒久防火帯の

整備、ＩＣＴの活用など、作業省力化を図る

取組に要する経費でございます。 

(5)特定地域づくり事業協同組合制度支援

事業は、当制度の活用を検討する団体への伴

走支援等に要する経費でございます。 
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 46ページをお願いいたします。 

 水俣・芦北地域重点施策課題解決推進事業

は、第七次水俣・芦北地域振興計画における

市町の重点施策の課題解決等に要する経費で

ございます。 

 ３、特定地域振興対策費、特定地域振興対

策事業は、過疎や離島など特定地域の振興対

策に要する経費でございます。 

 ４、土地利用対策費、土地利用対策事業

は、国土利用計画法に基づく地価調査や土地

取引の届出審査等に要する経費でございま

す。 

 最後に、５、球磨川流域復興対策費、被災

住宅移転促進宅地整備受託事業でございます

が、令和２年７月豪雨で被災した球磨村から

県が受託して実施する被災地域の住民等の移

転先となる宅地の整備等に要する経費でござ

います。 

 地域振興課は以上です。 

 

○木原文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課です。 

 47ページをお願いします。 

 計画調査費について、25億600万円余をお

願いしております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １の文化企画推進費でございます。 

 (1)は、阿蘇の世界文化遺産登録に向けた

取組や既に世界文化遺産に登録されている万

田坑、三角西港、天草の﨑津集落の適切な資

産の保全と活用に要する経費でございます。

 (2)は、熊本県文化協会に対する助成で

す。 

(3)は、熊本県芸術文化祭等の実行委員会

に対する負担金です。 

(4)伝統文化等継承対策事業は、伝統芸能

の継承対策を行う市町村に対する助成です。 

(5)は、博物館ネットワークの推進に要す

る経費です。 

 次に、２の県立劇場費でございます。 

 (1)県立劇場施設整備費は、県立劇場保全

計画に基づき、中央監視設備、自動制御装

置、照明設備の改修工事等に要する経費でご

ざいます。 

(2)は、県立劇場の指定管理業務委託に要

する経費です。 

(3)は、新型コロナウイルス感染拡大によ

りイベントを中止した場合等に生じる県立劇

場使用料の過年度収入の返還に要する経費で

ございます。 

 文化企画・世界遺産推進課は以上です。 

 

○坂本交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 48ページをお願いいたします。 

 まず、計画調査費について、説明欄１の交

通整備促進費については、(1)肥薩おれんじ

鉄道関連事業につきましては、鹿児島県、地

元市町と協調し、同社の鉄道基盤の整備、維

持に対して補助を行う経費等でございます。 

 次に、(2)の地域交通企画調整事業につき

ましては、地方バス、地域鉄道、離島航路等

への支援やくま川鉄道及び肥薩線の復旧に向

けた協議、調整、また、菊池南部地域の渋滞

対策、そして県民総合運動公園のアクセス改

善対策に要する経費等でございます。 

 ここで、県民総合運動公園のアクセス改善

対策については、別添資料で少し補足説明を

させていただきます。 

 別紙で、右上に総務常任委員会、議案第33

号参考資料と記載しておりますカラー刷りの

資料をお願いいたします。 

 当初予算の公表用資料を抜粋したものでご

ざいます。 

 運動公園のアクセス改善につきましては、

施設を設置、管理している県が主体的に対応

していくことを12月定例会で御説明をいたし

ました。 

 資料の右側真ん中欄、全体事業費３億400

万円のうち、ハード対策については、土木部
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都市計画課、そして、ソフト関係について

は、交通政策課に一括計上いたしまして、関

係課で執行する予定でございます。 

 事業内容は３点ございまして、まず①、園

内臨時駐車場の設置や交通誘導員の配置、シ

ャトルバスやパーク・アンド・バスライドの

ソフト対策が①でございます。 

②として、ハード面の対策として、バスベ

イの改修、臨時退出路の整備検討を進めま

す。 

③が、新たに駐車場の増設が可能かどうか

の可能性調査を行う経費を計上しておりま

す。 

 おめくりいただいて、見開きで、実施する

対策の位置図を記載しております。赤色の字

で記載しているものが新たな対策でございま

す。 

 なお、先行して２月26日から、ロアッソの

ホームゲーム２試合において、既存予算を活

用した実証事業を開始しております。特に、

パーク・アンド・バスライドについては、多

くの皆様に御利用をいただき、アンケートで

も好評であったとの報告を受けております。 

 引き続き、効果や課題を検証しながら渋滞

対策に取り組んでまいります。 

 恐れ入ります。元の本体資料の48ページに

お戻りいただきまして、下段２の空港整備促

進費でございます。 

 (1)阿蘇くまもと空港関連事業につきまし

ては、空港の国直轄事業への負担金、国際線

振興協議会への負担金、空港の機能強化やア

クセス鉄道整備の検討に要する経費等を計上

しております。 

(2)地域航空推進事業につきましては、天

草エアラインの機材整備に対する助成等でご

ざいます。 

 次に、最下段、企画施設災害復旧費につき

ましては、くま川鉄道の災害復旧支援に要す

る経費でございます。 

 交通政策課は以上でございます。 

 

○馬場統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 49ページをお願いいたします。 

 上段の統計調査総務費についてです。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 １の(2)統計職員費(物件費)は、統計デー

タ利活用に係る職員研修などに要する経費で

す。 

 中段の委託統計費について、説明欄をお願

いいたします。 

 これは、国から委託を受けて実施します統

計調査で、１の家計調査など毎年実施の経常

分と２の５年ごと実施の周期分に要する経費

です。 

 下段の単県統計費について、説明欄をお願

いいたします。 

 １と２は、推計人口調査など県独自で行う

統計調査に要する経費、３の単県統計諸費

は、統計刊行物の作成などに要する経費で

す。 

 統計調査課は以上です。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 50ページをお願いします。 

 人事管理費でございます。 

 説明欄(1)の電子自治体推進事業は、電子

申請受付システム、自治体情報セキュリティ

ークラウドなど、県と市町村で共同運用をし

ております各種システムに要する経費でござ

います。 

(2)の公的個人認証サービス運営事業は、

オンラインでの行政手続の際に本人確認を行

います公的個人認証システムにつきまして、

国が指定します運営機関への負担金に要する

経費でございます。 

(3)の行政デジタル化推進事業は、市町村

への専門人材の派遣やデジタル化に向けた専

門的な研修に要する経費でございます。 
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(4)のくまもとＤＸグランドデザイン推進

事業は、くまもとＤＸグランドデザインの実

現に向けた機運の醸成、企業等の連携支援あ

るいは実証事業に要する経費でございます。 

(5)のデータ連携基盤構築等推進事業は、

新規事業でございます。広くデータを活用し

たサービスや技術開発に資する官民データの

相互連携のため、県内共通のデータ連携基盤

の構築に要する経費でございます。 

 次に、最下段、計画調査費でございます。 

 (1)の地域情報化推進費は、地域情報化の

推進に係る国、市町村、民間企業との連絡調

整やデジタル戦略監の外部登用等に要する経

費でございます。 

(2)の社会保障・税番号制度に係る共同シ

ステム整備事業につきましては、マイナンバ

ー制度に係るシステムの保守、改修など、運

用管理に要する経費でございます。 

 デジタル戦略推進課は以上です。 

 

○黒瀬システム改革課長 システム改革課で

ございます。 

 51ページをお願いいたします。 

 まず、人事管理費でございますが、説明欄

(1)の電子計算管理運営事業は、人事給与シ

ステム等基幹システムの運用を行うホストコ

ンピューターの運用管理等に要する経費でご

ざいます。 

(2)の庁内情報基盤管理運営事業は、パソ

コンの調達及び電子メール等のグループウエ

アシステムの運営等に要する経費でございま

す。 

(3)の電子県庁構築事業は、各種情報シス

テムを搭載しているサーバーのリースなど、

運用管理に要する経費でございます。 

(4)のＩＣＴを活用した働き方改革等推進

事業は、オンライン会議、テレワークに係る

システムの運用管理等に要する経費でござい

ます。令和５年度は、新たなＩＣＴツールの

活用に向けて、対面で行っている講習をオン

ラインへ切り替えるためのｅラーニングツー

ル、業務効率化に向けたアプリを容易に職員

が作成することができるノーコードツールな

ど、試行、検証を行うこととしております。 

 次に、最下段の計画調査費でございます

が、県庁と各出先機関をつなぐ熊本県総合行

政ネットワークの通信回線借り上げ等の運用

管理に要する経費でございます。 

 システム改革課は以上です。 

 

○田浦政策監 球磨川流域復興局でございま

す。 

 52ページをお願いいたします。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 １の企画推進費の球磨川流域復興局運営費

は、球磨川流域復興局の運営に係る経費でご

ざいます。 

 ２の川辺川総合対策費の五木村振興交付金

交付事業は、新たな五木村振興のため、村が

実施する事業に対して助成を行うものでござ

います。 

 ３の五木村振興基金積立金は、２の五木村

振興交付金交付事業の財源として五木村振興

基金を積み増しするとともに、運用利息を積

み立てるものでございます。 

 ４の球磨川流域復興基金積立金は、球磨川

流域復興基金の運用利息を積み立てるもので

ございます。 

 ５の球磨川流域復興対策費の球磨川流域復

興基金交付金は、球磨川流域復興基金等を活

用して、被災者の生活支援などの市町村の取

組に対して助成を行うものでございます。 

 球磨川流域復興局は以上です。 

 

○杉本会計課長 会計課でございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 上の表の２段目、会計管理費でございます

が、説明欄(2)の総合財務会計システム管理

事業は、現在稼働中の財務会計システムの保

守管理等に要する経費でございます。 
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(6)の新総合財務会計システム構築事業

は、令和８年度の稼働に向けて取り組んでお

ります新財務会計システム構築に要する経費

でございます。 

(7)のキャッシュレス収納は、電子申請に

係るキャッシュレス収納に要する経費等でご

ざいます。 

 ３段目の利子は、一時借入金の利子でござ

います。 

 下の表は収入証紙特別会計でございます

が、一般会計繰出金は、証紙による手数料収

入を一般会計へ繰り出すものでございます。 

 会計課は以上です。 

 

○枝國管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 55ページをお願いいたします。 

 会計管理費でございます。 

 (2)電子入札システム管理運営事業及び(3)

公契約条例推進事業を計上しております。 

(3)は、主に県民事業者に向けた広報周知

に関する経費でございます。 

 なお、公契約条例に係る取組方針の策定に

ついては、広報周知も含め、後ほど御報告い

たします。 

 続いて、債務負担行為の設定でございま

す。 

 全庁的に共通する県有施設等管理業務など

３業務について、一括し御説明いたします。 

 今回は、令和５年度の年度の途中から複数

年にわたって契約を行うものにつき設定をお

願いいたします。主に、各種システムの維持

管理、事務機器のリース等に係るものでござ

います。 

 管理調達課は以上です。 

 

○永野公務員課長 人事委員会事務局でござ

います。 

 58ページをお願いいたします。 

 上段の委員会費につきましては、人事委員

会委員の報酬及び人事委員会の運営に要する

経費でございます。 

 下段の事務局費のうち、説明欄２の運営費

につきましては、県職員等の採用試験の実施

に要する経費などでございます。 

(5)の「県庁のしごと」魅力発信事業費に

つきましては、県職員として有為な人材を確

保するための広報活動等に要する経費でござ

います。 

 人事委員会事務局は以上でございます。 

 

○市川監査監 監査委員事務局でございま

す。 

 59ページをお願いします。 

 まず、上段の委員費につきましては、監査

委員の報酬等に係る経費でございます。 

 次に、下段の事務局費ですが、右側の説明

欄２の運営費につきましては、事務局職員の

活動費等に係る経費でございます。 

 監査委員事務局は以上です。 

 

○村田議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 60ページをお願いいたします。 

 上段の議会費でございますが、右側の説明

欄のとおり、１の議員報酬等のほか、２の運

営費は、定例会、委員会の費用弁償、政務活

動費等に係る経費でございます。 

 下段の事務局費でございますが、２の運営

費は、本会議、委員会の運営や議会棟庁舎管

理等に係る経費でございます。 

 ２の(2)維持修繕費では、議会棟本館内部

改修工事費をお願いしております。 

 次に、61ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 県議会棟改修工事は、先ほどの議会棟本館

内部改修工事に伴うものでございまして、工

事は令和５年度及び令和６年度の２か年での

施工を予定しておりますが、そのうち令和６

年度分に係る事業費について債務負担行為の
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設定をお願いするものでございます。 

 議会事務局は以上でございます。 

 

○磯谷人事課長 人事課でございます。 

 別冊の総務常任委員会説明資料(条例等関

係)をお願いします。 

 １ページをお願いします。 

 第54号議案、熊本県職員の退職管理に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について

でございます。 

 ２ページの条例案の概要で説明をさせてい

ただきます。 

 １、条例改正の趣旨ですが、警察法の一部

改正等に伴い、関係規定を整理するものでご

ざいます。 

 ２、主な改正内容ですが、警察法の一部改

正に伴う所要の規定の整理であり、第１条中

「第56条の３」を「第56条の５」に改めるも

のでございます。 

 ３、施行期日ですが、令和５年４月１日か

らとしております。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 第68号議案、包括外部監査契約の締結につ

いてでございます。 

 24ページの概要で説明をさせていただきま

す。 

 (1)ですが、地方自治法に規定する包括外

部監査として、監査の実施、報告等を契約の

内容とするものでございます。 

(2)の契約の期間は、令和５年４月１日か

ら令和６年３月31日まで、(3)の契約の相手

方につきましては、公認会計士の本吉幸雄氏

を予定しております。 

 人事課は以上です。 

 

○臼井財政課長 財政課でございます。 

 ３ページをお願いします。 

 議案第55号、熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定についてでございます。 

 16ページまで本文ございまして、17ページ

をお開きください。17ページの条例案の概要

で御説明させていただきます。 

 １の条例改正の趣旨ですが、建築基準法の

一部改正などに伴い、手数料の規定を整備す

るものでございます。 

 次に、２の主な改正内容です。 

 (1)の新たに設ける手数料ですが、アから

ウについては、建築基準法の一部改正に係る

もので、建築物の容積率、建蔽率や高さの制

限によって建築物の省エネ化が阻害されるこ

とがないよう、外壁や屋根の断熱改修等を行

う際には、これら容積率等の制限を緩和する

特例が令和５年４月１日に施行されます。 

このことに伴い、特例認定や許可に係る関

連手数料を新設するものです。 

 エ及びオについては、道路交通法の一部改

正に係るもので、無人バス運行など、特定の

条件下で運転者がいない状態での自動運転を

行う際の許可制度が令和５年４月１日に施行

されます。その自動運行を行おうとする者

は、計画を県公安委員会に提出し、許可を受

けることが必要となります。 

このことに伴い、運行計画の審査に係る手

数料を新設するものです。 

 次に、(2)の新たに手数料の対象に加える

ものですが、アからエ全てにつきまして、県

では、省エネルギー性に優れ、二酸化炭素排

出の抑制に寄与する建築物の新築等に関する

計画など、これらの認定事務を行っていま

す。 

 これらの認定などの申請に際し、申請者が

民間の性能評価機関等が発行する適合証など

を持たない場合、その代わりに県による適合

性の評価が必要となるため、その分高い手数

料を徴収しています。 

 今回、建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令の一部改正により、建築物のうち

住宅部分について、適合証等を持たない場合

に、県が簡易に省エネ性能を評価できる誘導

仕様基準が新たに規定されました。 
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このことに伴い、この基準により評価する

場合の金額をもともとの認定手数料などに加

えるものです。 

 次に、(3)の手数料の額を改定するのは、

熊本県産業技術センターにおける分析、試験

または設計手数料でございます。 

これは、試験研究機器の更新に伴い、化学

及び物理試験の手数料に係る金額の上限を見

直すものです。 

(4)所要の規定の整理を行うものについて

は、建築基準法や宅地造成等規制法など一部

の改正に伴い、所要の規定の整理を行うもの

です。 

 次に、18ページの３、施行期日ですが、建

築基準法及び道路交通法の一部改正に伴う手

数料の新設及び産業技術センター手数料の一

部見直しについては、令和５年４月１日、宅

地造成等規制法の一部改正に係る規定の整理

については、令和５年５月26日、それ以外の

ものについては、公布の日としております。 

 最後に、４、その他ですが、施行期日前の

申請に対する手数料は、改正前の額とする所

要の経過措置を定めるほか、今回の手数料条

例の改正に合わせ、熊本県収入証紙条例の関

係規定を整理するものです。 

 財政課は以上です。 

 

○坂野市町村課長 市町村課でございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 議案第56号、熊本県住民基本台帳法施行条

例の一部を改正する条例の制定についてでご

ざいます。 

 資料20ページの条例案の概要で説明をさせ

ていただきます。 

 まず、１、条例改正の趣旨でございます。 

 住民基本台帳法施行条例は、行政事務の効

率化等の観点から、県内市町村または県の執

行機関において、住基ネットワークを利用で

きる事務を定めるものでございますが、今

回、住民基本台帳法及び特定商取引に関する

法律の一部改正に伴い、関係規定を整理する

ものでございます。 

 次に、２、主な改正内容でございます。 

 (1)について、従前県の条例で定めていた

国土調査法による地籍調査に関する事務が、

住民基本台帳法の一部改正により、法律自体

に規定されたことから、関係する県の規定を

削除するものでございます。 

(2)につきましては、特定商取引に関する

法律を引用していた箇所につきまして、法律

の一部改正を踏まえ、規定の整理を行うもの

でございます。 

 最後に、３、施行期日でございます。 

 公布の日から施行することとしておりま

す。 

 説明は以上でございます。 

 

○坂口税務課長 税務課でございます。 

 21ページをお願いします。 

 第57号議案、熊本県税災害減免条例の一部

を改正する条例の制定についてでございま

す。 

 22ページの条例案の概要で御説明申し上げ

ます。 

 １の条例改正の趣旨ですが、平成28年熊本

地震及び令和２年７月豪雨により甚大な被害

を受けた方に対する不動産取得税の減免措置

について、被災した不動産の代わりとなる代

替不動産の取得期限を延長することに伴い、

関係規定を整備するものでございます。 

 ２の主な改正内容ですが、代替不動産の取

得期限について、通常の災害の場合には、被

害を受けた日から３年以内としております

が、(1)の平成28年熊本地震で被害を受けた

方については、既に特例により令和５年３月

31日まで延長しており、これをさらに２年間

延長し、令和７年３月31日までとするもので

ございます。 

(2)の令和２年７月豪雨で被害を受けた方

については、新たに特例を設け、その取得期



第７回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（令和５年３月13日) 

 - 16 - 

限を熊本地震と同様に令和７年３月31日まで

延長するものでございます。 

 ３の施行期日につきましては、公布の日か

らとしております。 

 税務課は以上です。 

 

○髙島和男委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をしてください。 

 あわせて、繰り返しになりますが、発言者

の方は、マイクに少し近づいて、はっきりと

した口調で発言いただきますようお願いしま

す。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○吉田孝平委員 すみません、13ページをお

願いします。 

 くまモン使用許可等管理事業でございます

けれども、何年か前に使用許可をもらってい

て、これは更新というのは必要だったですか

ね。 

 

○脇くまモングループ課長 くまモングルー

プでございます。 

 はい、更新が必要となります。 

 

○吉田孝平委員 更新で、前回使用許可をも

らっていて、今度更新するときに、何か地元

の方から聞いたんですけれども、許可の、使

用がちょっと厳しくなったということで、農

産物の箱とかがありまして、くまモンの使用

許可を取っていたらしいんですけれども、ち

ょっと厳しくなって使えないかもしれないと

いうことで、ただ、その箱を大量に作ってい

るらしくて、それで一度相談があったんです

けれども、そういった話を聞いていらっしゃ

いますかね。 

 

○脇くまモングループ課長 くまモングルー

プでございます。 

 かなり申請の数が多うございますので、ち

ょっと精査をしなければなりませんが、ここ

数年、特段更新に伴っていわゆる許認可自体

に厳しさを追加していると、そういうことは

ございませんので、改めてちょっと事業者の

皆様方のお話を聞きながら整理をしたいと思

います。 

 

○吉田孝平委員 分かりました。また別の機

会に相談させていただきます。 

 それと、もう１つよろしいですか。 

 先月か先々月ですかね、朝刊の全面にくま

モンの絵を書いたやつが入っていたんです

ね。これは、今年度予算でされていると思う

んです。まあ、反響あったんですけれども、

反響とまた――ただ、ちょっと熊本県内だけ

であれを出すと少しもったいないので、もう

みんな知っているのでもったいないんじゃな

いかという話も出ましたけれども、あれは大

体どれぐらいかかったのかなと、かなりかか

ったんじゃないかというちょっと御相談があ

りましたので。 

 

○脇くまモングループ課長 先日、熊本日日

新聞のほうで報道させていただきましたが、

経費は、大体500万ぐらいかかっておりま

す。 

 そしてまた、非常に問合せも多く、やは

り、欲しい、それから情報が知りたいという

方が多いということが分かりましたので、あ

の全面広告を１万部別冊で刷らせていただき

まして、実は昨日行われましたくまモン誕生

祭の折にも配布をさせていただき、全国の皆

様にお渡しをしたところです。 

 来年度に向けましても、１万部のこのチラ

シ、パンフレットを、様々な観光物産展、そ
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れから様々な機会を通して配布をさせていた

だき、ＰＲに努めていきたいというふうに考

えております。 

 

○吉田孝平委員 ありがとうございます。分

かりました。 

 すみません、それともう１つよろしいです

か。 

 

○髙島和男委員長 はい。 

 

○吉田孝平委員 40ページ、先議のときに松

田委員からも御質問ありましたけれども、ゴ

ルフ場利用税の件ですけれども、私もちょっ

とゴルフ場に携わっていたときがございまし

て、あれって各ゴルフ場で利用税って多分違

ったと思うんですけれども、最低が多分500

円で、何か計算方法があって多分金額が違っ

たと思うんですけれども、その辺はどういう

現状ですかね。教えていただければと思いま

す。 

 

○坂口税務課長 税務課でございます。 

 ゴルフ場利用税の税率につきましては、等

級が７級に分かれておりまして、その決め方

は、いわゆる利用料金、グリーンフィーと言

われるものと、あとホール数、ホールの平均

距離などで決定をされております。 

 利用料金が安いところについては低くなっ

ておりまして、本県の場合は、１級が440円

ということで、一番高いところは、７級で

1,200円というふうな税率になっておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○吉田孝平委員 はい。ありがとうございま

す。 

 ゴルフ場、今現状で言うと、大変運営自体

厳しい状況でございまして、税収としては本

当に助かっている市町村もございますけれど

も、ゴルフ場の運営からすれば、今、少しで

も安くしてゴルフ場を利用する方を増やした

いという気持ちもありますので、またいろい

ろと私たちもなかなか言いにくいところでご

ざいますが、ゴルフ場側からの話もぜひしっ

かり聞いていただければと思いますので、お

願いいたします。要望でございます。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩下栄一委員 私学振興課ですけれども、

国際教育支援事業に予算が計上されておりま

すけれども、できつつあるインターナショナ

ルスクールは、丸々熊本県の持ち出しです

か。それとも、ＴＳＭＣあたりが何ぼか負担

するとか、そういうのはないですか。 

 

○橋本私学振興課長 この支援事業につきま

しては、学校が整備する必要な経費に対して

県から支援するものでございます。一部国の

デジタル田園都市交付金の充当も予定してお

るところでございます。 

 学校を利用される外国籍のお子様方、その

会社なり従業員さんにつきましては、授業料

という形で学校には負担していただくことに

なるというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 九州ルーテル学院の取扱い

はどういうことになりますか。 

 

○橋本私学振興課長 九州ルーテル学院につ

いても、先ほど申しましたのと同じ取扱いと

いうことになります。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 ありがとうございました。 

 

○髙島和男委員長 ほかに。 
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○松田三郎委員 ちょうどというか、今岩下

委員の御質問に関連しまして、冒頭１ページ

の財政課長の説明の中で、来年度当初予算の

幾つか優先の中で半導体産業のさらなる集積

云々というのがあって、もちろんそれを見越

していろいろな、全庁横断的にといいます

か、県庁が一丸となっていろいろな取組を、

準備等々含めて、その一つが今の受入れだと

思いますが、総務委員会関係でいうと、なか

なか表にＴＳＭＣ関係というのが、まあ少な

くとも抜粋されている主要な予算にはあまり

出てこない。 

 ですから、ここでちょっと私も申し上げて

おきたいのが、今の児童生徒の受入れを含め

まして、たしかこの前の一般質問の答弁の中

で、ＴＳＭＣの進出に伴い、市町村との意見

交換を実施したとかするとかという答弁があ

ったように記憶をいたしております。 

 たまたま私の地域の意見交換のとき深川政

策審議監と会場でお会いしまして、順次振興

局単位でなさっているという話が、あれがこ

れだったのかと思った次第でございました。 

 詳しくは後ほど御回答を受けて申し上げた

いと思いますが、たしか、さっき言いました

ように、各地域振興局単位ぐらいで聞き取り

なり要望を受けるというようなことをなさっ

たと聞いておりますが、全てでなくてもいい

ですけれども、大体どういった話が出てきた

のか。また、それに対して、その場で回答で

きた部分もあろうかと思いますし、ちょっと

持ち帰ってこういう方向で進めていきますと

いうような話があろうかと思いますが、これ

でいくと、企画課長なのか政策審議監なのか

部長なのか、適切な方に答えていただければ

と。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 委員から今お話ありましたＴＳＭＣの進出

効果の県内全域への波及に向けた市町村への

意見交換につきましては、企画振興部、事務

局的な企画課で対応しておりましたので、私

から回答させていただきます。 

 この意見交換につきましては、ＴＳＭＣを

はじめとする半導体関連産業の本県への進出

効果を県内全域へ波及させるために、各市町

村の皆様に、期待ですとか御懸念、後は取り

組みたい施策等を伺いまして、今後の各地域

の発展につなげるという趣旨で実施をしたと

ころになります。 

 先ほどお話もありましたが、県側といたし

ましては、企画振興部長等をヘッドといたし

まして、市町村側は、一部副市長の方ですと

か代理の方の御対応もありましたが、県内ほ

ぼ全ての市町村長の皆様と、２月中に振興局

単位というブロックで意見交換をさせていた

だきました。 

 意見交換の場では、やはりその地域の実情

に応じて、進出を契機とした半導体産業の集

積に係る期待、懸念、取り組みたい施策、幅

広く意見が出ましたが、幾つか御紹介をいた

しますと、特に、大きく集めると６つほどあ

ったかなと思っておりまして、１つ目が、土

地の関係、工業用地、住宅用地の整備などの

土地の開発の関係、後は関連企業の誘致と

か、こういったものもございました。２点目

が、観光の関係でして、台湾人の観光客の誘

客ですとか国際交流への期待、こういったも

のがありました。３点目が、やはり人材の流

出への御懸念ですとか、後は人材育成の関

係、こういった関係。４点目が、インフラの

関係ということで、渋滞対策ですとか道路整

備に対する御要望がございました。あと５点

目が、水の関係ということで、地下水の保全

への取組、こういった御意見もございまし

た。最後、６点目が、やはり県と市町村でし

っかり情報共有ですとか情報提供をしてほし

いというような御意見がありました。 

 これらについては、それぞれ各地域から、

それぞれの地域で特に多かった意見とかござ

いましたけれども、おおむねこの６つは、各
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地域からお声をいただいたところになりま

す。 

 こういった御意見につきましては、委員御

指摘あったとおり、その場でお答えできるも

のはお答えもさせていただいておりますし、

非常に幅広いテーマでありましたので、難し

いものは持ち帰ってしっかり関係部局に情報

提供を行いまして、連携、フォローが必要な

ものにつきましては、しっかり県としてもサ

ポートをしてまいりたいと考えております。 

 引き続き、このＴＳＭＣの進出効果を最大

限に高めて県内全域に波及ができるように、

県としても市町村としっかり連携をして取り

組んでまいりたいと思っております。 

 以上になります。 

 

○松田三郎委員 このタイミングでという

か、もちろん、例えば菊陽町に本部、ＪＡＳ

Ｍができる、例えば振興局単位で、ちょっと

その地域によっては距離的なものもあって、

いろいろな要望も違うだろうし、課題も違う

だろうし、お悩みも違うだろうし、いろいろ

ある中で丁寧に意見交換で聞き取りをしてい

ただいたというのは、非常に私もありがたい

なと思っております。 

 これは、地域対策特別委員会でも同趣旨の

ことを申し上げましたが、たまたま昨日、

私、県政報告会を行いまして、その中で私の

ほうからその話をして、例えば御意見を聞い

てというのを、まあ大体今小川課長おっしゃ

ったようなところに尽きる――その一部分で

すね。に尽きるのかなと思いますが、あえて

繰り返して申し上げますならば、やっぱり新

聞、テレビ等々、報道で連日ＴＳＭＣ、ＴＳ

ＭＣって、県はこうします、どうしますと言

うと、やっぱり比較的私の選挙区の田舎は、

ひがみ根性が多い方が多うございまして、ど

うせ球磨郡にはほとんど関係なかばいて、県

庁は何かＴＳＭＣで、何かな、もうそれっき

り、それだけで非常に盛り上がって、いい意

味でも悪い意味でも盛り上がっているなとい

うような、ちょっと冷めた見方をなさる方が

多いと、これは事実でございます。 

 ただ、私も言いました。例えば、関連企業

が進出するとか、半導体で球磨郡が盛り上が

るということは、これは期待しても無理でし

ょうと。ただ、世界で有数のというか、トッ

プのメーカーがこの日本の中で熊本県を選ん

でもらったというのは、非常にこれは国家プ

ロジェクトであると同時に、熊本県にとって

も非常にビッグチャンスであると。これは、

どこに住もうが、やっぱり県民皆さんには御

理解をいただきたいと。ただ、今言いました

ように、非常にこの半導体とか集積という視

点で考えると、非常に球磨地域は、大体１時

間以上かかったりとか、車で。かかりますの

で、非常にそれは不利かもしれませんが、逆

にこれを契機として、例えば、観光で台湾か

ら富裕層が家族を帯同して来られるときに、

まああんまり悪口は言えませんが、菊陽町辺

りはあんまり見るところはなかですよ、どう

せ。それだったら、日帰りか１泊で球磨郡の

ほうに呼び込むようなそういった努力をする

とか、あるいは台湾内のどこかの自治体と通

常でいう姉妹提携的な経済協定を結ぶとか、

これを契機にやっぱり何かを呼び込もうとい

う意識を持ってそういう努力をしていただか

ないと、どうせうち辺りはＴＳＭＣ来ても関

係なかばいで議論が終わってしまうならば、

非常にもったいないと思いますよという話を

しておりました。 

 御存じのように、県北、県南で、まあ、南

北問題と言われるぐらい、今回も非常に県北

は盛り上がっている、県南は、令和２年の災

害からまだまだ復旧、復興の途上であるとい

うような、まあ、もともと置かれた状況も違

うというのはありますけれども、そういった

話をしておりまして、先般の地域対策特別委

員会では、あえて申し上げましたけれども、

ＴＳＭＣ絡みで県北は黙っとってもどんどん
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どんどんにぎやかになる。その交換条件と言

っては何ですが、移住、定住は、じゃあ県南

のほうに力を入れて、もう大優先的にそっち

を進めましょうとか、そういった形で何か方

向性を打ち出していただかないと、なかなか

――できるだけ県民皆さんに御理解をいただ

いてＴＳＭＣなり半導体の集積をしていけた

ほうが、やっぱり県も政策は進めやすいんだ

ろうと思いますので、時と場合によってはそ

ういうこともお考えいただいて、せっかく意

見交換をしていただいて、全てに応えてくだ

さいとは言いませんけれども、御心配なり、

その要望というのは、できるだけ多く実現し

ていただきたいと。特に、この問題に対して

はそれが必要じゃないかなと思っております

ので、まあ要望として……何か部長、政策審

議監からお答えがあればお願いします。 

 

○深川政策審議監 政策審議監の深川でござ

います。 

 私のほうで、球磨・人吉地方のほうでは市

町村との意見交換会に参加させていただきま

した。 

 そのとき、多く聞かれた中で私が印象的に

ちょっと思っておりますのは、非常に人口減

少が進んでいる地域で、特に高校生の地域外

への流出率は９割に上っていると。ですの

で、ＴＳＭＣ、そういった形で県北のほうに

そういう優良企業が来ると、さらにそういう

県外流出――地域外流出ですね、若者の、そ

ういったものが進むのではないかというよう

な危機感を首長さん方皆さんお持ちになって

いらっしゃいました。 

 一方で、やはり多くの方が来られる、特に

雇用という面では、県北の地域に、熊本県だ

けではなくて、全国または外国から多くの方

が来られるということで、熊本県全体として

はキャパが上がるということを考えると、こ

の方たちの観光の呼び水なり受皿、そういっ

たものができないか、また、人材育成という

のが非常に重要なので、そういう人材育成の

ような、まあ、半導体教育じゃないんです

が、そういったものを球磨地方であるとか県

南で展開できないかですとか、そういういろ

んなこれからの将来に向けたポジティブなお

考えも御披露いただいた首長さん方もいらっ

しゃいました。 

 私ども県といたしましては、そういった御

懸念と今後の期待、そういったものを丁寧に

拾っていきながら、今後の、何といいます

か、県政の進め方について反映させていきた

いと。その際には、県議会及び先ほど要望の

６にありましたけれども、市町村との連携を

強化しながら進めてまいりたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 ありがとうございます。 

 先ほど、私、菊陽町は見るところがないと

いう発言をいたしましたが――これはインタ

ーネット中継もあるので、あるとは思いま

す。ただ、より多く、よりすばらしいところ

が球磨地域にあるんじゃないかなという趣旨

でございますので、御理解をいただきたいと

思いますが、最後に私言いましたように、深

川さんもおっしゃったように、例えば菊陽町

ばっかり、県北ばっかりではなくて、やっぱ

り県南に住む方々も、これだけのビッグチャ

ンスだから、やっぱりみんなで応援して、み

んなで何かこう、知事がおっしゃるように、

波及効果があるようにやっていこうねという

ようなムードがあったほうが県も進めやすい

と思いますので。そういう流れで発言をいた

しました。 

 もう１点、続けていいですか。 

 これは、資料58ページの人事委員会事務

局、なかなか質問することは少のうございま

すので、局長か、御説明いただいた課長なの

か……予算のお話をいただきました。 

これから、例えば、定年も延長をだんだん
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されていく等も含めまして、採用試験とか、

場合によってはその後人事課、いろいろ御苦

労も多いだろうと思っております。 

 それで、以前我々頂いた資料の中に、総合

土木に関しては、ＳＰＩを活用した――今日

の資料ですね。ある程度事細かに読んだつも

りですけれども、その、何ですか、民間でも

利用されているという総合適性検査の略とい

うようなのを採用されるということですが、

これは取りあえず総合土木職に導入されると

いうことの説明のようですけれども、この中

身、分かりやすい――簡単にですね。もう何

か当然みんな分かっているような感じで説明

されましたので、私以外は御存じなのかもし

れませんが、民間で採用されているというこ

の中身を簡単に――どこかに書いてありまし

た。公務員の勉強をしてなくても受かりやす

いとか何か書いてありましたので、その中身

の説明と、取りあえず初年度だからか、総合

土木にということ、これを今後広げるのか、

まあ、総合土木が親和性があったから取り入

れたのかというところをちょっと御説明いた

だきたいと思います。 

 

○永野公務員課長 人事委員会事務局でござ

います。 

 今回ＳＰＩを導入するのは、御発言いただ

きましたように、総合土木職の前倒し分とい

いますか、新規にやる分と、あと民間企業の

経験者の採用試験においてもＳＰＩを採用い

たしますので、２つの職種で採用するという

ことにございます。 

 中身につきましては、従来の教養試験とい

うのが、大きく分けまして知識の分野とどち

らかというと知能の分野のこの２つから成っ

ております。知識の分野については、学校で

習うような理科とか社会とか、あるいは英語

とかなんとかとか、非常にある程度勉強しな

いと対応できないような内容になっておりま

すけれども、このＳＰＩにつきましては、ど

ちらかというと従来の知能試験に近いような

形になっておりますので、判断推理とか数的

推理あるいは受験者の理解力とか論理的思考

力あたりを確認できるような形になっており

ますので、従来の知識分野に比べると、ちょ

っとあまり事前の勉強が要らないというか、

民間との併願をしやすいというような内容に

なっております。 

 そこで、ちょっと従来の民間のほうに流れ

ていたような受験者に、うちのほうの土木職

の採用の試験を受けていただきたいというこ

とで、今回初めて導入をしたところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 最後のほうでおっしゃった

ように、例えば、同じ公務員でも、かつては

国志望とか、あるいは転勤がないので、政令

市になったので熊本市のほうを多く受けられ

るとかという話も聞いていた時代もあります

が、さっきおっしゃった、できるだけ、何で

すか、競争率が高いのが全ていいとは言いま

せんけれども、ある程度多く受けていただい

たほうが、まあ、落ちる人は多くなるかもし

れぬけど、優秀な方を採れるというような幅

は出てくるんだろうと。 

 それにつけて、課長おっしゃったように、

ほかに流れそうな人を、併願の１つに県の採

用試験も考えてもらうと、よりそっちにも選

択してもらえそうなために採用するという

か、この方式ですね、ということでしょうか

ら、これは、ある程度うまくいったなという

ことになると、総合土木以外にも広がる可能

性もあるんですか。 

 

○永野公務員課長 現状としまして、受験対

象年齢層が減ってきておりますので、とか民

間との競争が激しくなって、ちょっと受験者

が減少傾向であるんですけれども、とりわけ

総合土木職というのが非常に厳しい状況にな
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っておりますので、今回総合土木職、おっし

ゃっていただきましたように、受験者を拡大

するということで導入いたしまして、まあ、

初めての試みでございますので、取りあえず

今年度やってみて、その辺の状況、効果あた

りをちょっと検証した上でその後どうするの

か、ちょっと検討したいというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

 最後に確認ですけれども、何年前ですか、

総合土木というと、大昔はやっぱり似たよう

な採用があったそうですけれども、土木部の

土木技術職と農林水産部の例えば農業土木の

技術者、そういうのを一括して採用して、採

用後、適性なり考えて配置するというのが総

合土木なんですかね。 

 

○永野公務員課長 今おっしゃっていただき

ましたように、従来、土木職と農業土木職と

別々に採用しておりましたけれども、平成30

年度から統合いたしまして、総合土木という

ことでやっております。 

 採用後に、まあ、本人の希望があるかもし

れませんけれども、回しながら、経験をさせ

ながらその方々の希望なり特性なり、その辺

を把握していくというような形になっており

ます。 

 

○松田三郎委員 人事課に聞かなんだったで

すか、採用後は。 

 今の説明でいいですか。 

 

○磯谷人事課長 はい。 

 

○松田三郎委員 はい、以上です。 

 

○髙島和男委員長 ほかに。 

 

○田大造委員 １ページ目の予算について

ちょっとお尋ねなんですが、この約15年間で

予算が2,000億円ぐらい増えているというこ

となんですが、私は、初当選したときは、も

う16年前になるんですが、当時、熊本県の人

口は185万人程度だったというふうに記憶し

ています。この15年間で172万人まで減っ

て、人口は減ったんですが、予算がここ近年

かなり伸びていると。 

 予算が多くなることはある意味いいことだ

とは思うんですが、当初予算が9,000億円を

超えるという状態は一時的なものなのか、ま

あ、地震もあったし、災害もあったし、コロ

ナもあったということで、一時的に増えてい

るのか、また、1,000億円規模で減っていく

のかどうか、その辺ちょっと教えてくださ

い。 

 

○臼井財政課長 財政課でございます。 

 ２ページで御説明させていただきます。 

 平成20年度から2,000億円、現在増額され

ているということですけれども、２ページの

当初予算特色の１から３、合計およそ1,500

億円、こちらについては、一時的なものとし

て、特に２のコロナウイルス関係1,000億円

については、今年度は見込んでおりますけれ

ども、コロナの状況、国の動き等を踏まえ

て、再来年度にでも減っていくようなもの、

１番、３番については、今後なだらかに減っ

ていくというもので考えております。 

 

○田大造委員 だったら、9,000億円規模

の当初予算というのは、もう一時的なものと

して認識していいということですね。 

 

○臼井財政課長 そうでございます。 

 

○田大造委員 もう１点、いいですか。 

 

○髙島和男委員長 はい。 
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○田大造委員 県民総合運動公園に関する

ことでちょっと質問なんですが、昨年の年末

に特別委員会で広島に行くことがありまし

て、総務部長とも一緒に視察に行かせてもら

ったんですが、広島に行ってみたら驚いたん

ですが、何年か前に野球場が新設されまし

て、しかも広島市の中心部ですね。今回、こ

の前行ったら、サッカースタジアム、巨大な

のが建設中で、これもすごい便利な場所で、

市の中心部に近いところだと思うんですが、

できつつあると。で、熊本とのちょっと違い

というのを感じたんですが、やっぱり熊本も

大きく変わっていく必要があると考えていま

す。 

 この総合運動公園のアクセスが悪いという

ことは、もう何年も前から分かっていること

なんですが、びほう策みたいなものを繰り返

しているようなやっぱり感じは否めないと思

います。 

 普通の住民の感覚としては、やっぱり市内

中心部で何かイベントができないかなと、競

技場が欲しいと。だから、熊本でそういう適

当な土地がないのかもしれませんが、やっぱ

り同じ政令指定都市の広島では、どんどん再

開発をして街が変容していくと。やっぱり熊

本も、そういうのを考えていったほうが僕は

いいと思っています。 

 水前寺競技場があるんですが、地震以降ち

ょっと止まっていると思いますが、あらゆる

意味で市と連携して熊本の発展をしていく必

要があると思うんですが、県が管理する総合

運動公園以外で、熊本市で、水前寺競技場も

含めて、何か計画があるのかどうか、どう考

えているのか、ちょっと教えていただきたい

んですが。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 今委員から御指摘ありました県内の様々な

スポーツ施設の現状ですとか、今後という御

質問になろうかと思います。 

 ちょっと詳細になかなかお答えが私のほう

でも難しいかもしれませんが、県としまして

は、今年度の予算ということで今やっている

最中なんですけれども、県内のスポーツ施設

の在り方について、今調査事業というものを

進めております。 

 もうこれも何回もこれまで指摘もあったと

思うんですが、県内の主なスポーツ施設、え

がお健康スタジアムが大体今20数年というと

ころではあるんですが、ほかの施設、それな

りに築年数もたっておりまして、長寿命化を

進めながら今運用しているところなんです

が、こういった状況を踏まえながら、県内の

スポーツ施設の在り方を――当然、その建設

ですとか、運営に係るコストみたいなものも

ありますので、後はいろんなジャンルのスポ

ーツ施設も当然ありますので、そういったも

のを今後どう整備していくかというものにつ

いては、蒲島知事のマニフェストですとか、

後は今の第２期の県のまち・ひと・しごとの

戦略でも、今後の県民的議論を深めて、スポ

ーツ施設の在り方については、その方向性を

取りまとめますということにしております。 

 これは、今年度の事業ということになりま

すので、今民間に委託して調査をしておりま

すので、調査が取りまとまり次第、また皆さ

んに御報告できればと考えております。 

 以上です。 

 

○田大造委員 ぜひしっかりよろしくお願

いします。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口裕委員 50ページ、デジタル戦略推進

課の説明の中で、デジタル戦略監という説明

がありましたけれども、具体的にデジタル戦

略監はどのようなお仕事をされているのか、

お尋ねします。 
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○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 委員御質問ありましたデジタル戦略監、今

年度から民間人材を登用するというふうなこ

とで、戦略監１名と、その補助役と申します

か、専門員という、これが２名、計３名を任

用しております。いずれも非常勤特別職とい

うふうな位置づけになってございます。 

 具体的な活動内容なんですけれども、大き

く３点考えてございます。 

１つは、通常から各部が、例えばデジタ

ル、ＩＴを活用した施策を行いたいという際

に、今年度からＤＸの相談窓口というふうな

ことを設置させていただいておりまして、ア

イデアレベル、構想段階から早めにデジタル

戦略監を含めたところで相談を受ける形で、

事業化に向けた伴走支援を行っていくという

のが１点でございます。 

 それから、その後各部が実施していく際

に、技術的なところ、サポートがどうしても

必要になってまいりますので、技術面あるい

は金額面から見て、その予算の積み方という

のが妥当なのかというふうなことについて

も、デジタル戦略監を含めたところで対応さ

せていただいております。 

 それと、もう１点でございますけれども、

こういったことに限らず、日常的な技術的な

支援、例えば何か委託を出すときの仕様書へ

の目配りですとか、そういった通常の技術的

な支援あたりについても関与させていただい

ているというふうなところでございます。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員 それでは、例えば県政情報文

書課のＤＸ文書管理の効率化等においても、

戦略監が御活躍と理解しといていいですか。 

 

○坂本県政情報文書課長 今委員がおっしゃ

っていただきましたように、デジタル戦略推

進課長の説明にもありましたとおり、デジタ

ル戦略監のアドバイスを受けながら予算化を

図らせていただいたところでございます。 

 

○山口裕委員 あわせて、例えば50ページの

新規事業になりますが、官民の相互の連携の

ためのデータ基盤等にも活躍だということで

理解しといていいですか。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 はい。委員御

指摘のとおりでございます。 

 

○山口裕委員 で、最終的に誰が決めるのか

なというのが、私ちょっと着目していまし

て、やっぱりデジタル化を進める上では、一

定の方向性、まあ、共通の方向性も含めてで

すけれども、すごく重要だと思っておりま

す。 

 例えば、皆さんがＤＸを進める上での第一

歩目、県政文書とかになるこの行政文書の管

理について、すごく重要だと思っておりまし

て、実は効率化を図るためには、これまでの

情報の管理、方法も含めて、すごく整備しな

ければいけないことが多々あるんだと思って

おります。とか、公文書に取り扱うときの線

引きとか、こういったやっぱり整備というの

はすごく重要でありまして、そういったこと

も含めて今後やっていくには、なかなか予算

のほうが少ないんじゃないかなというふうに

感じるんですが、皆さんの予算は、まあ、今

回が初年度としても、どれだけかけるのかと

か、どのくらいの期間で終わらせようとして

いるのか、定かには分かりませんが、やはり

ＤＸを進める上では、一定のやっぱり予算を

組んでしっかりと進めることが何より重要だ

と思っておりますので、そのあたりのことも

含めて、何かあればお聞かせください。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 
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 今50ページのデジタル戦略推進課の説明資

料の中で御覧いただいておりますとおり、デ

ジタル戦略推進課、いわゆる横串の、外向き

の取組を含めて取り組んでいるところでござ

いますけれども、ある意味、本格稼働の令和

４年度に続きまして、令和５年度は、一歩こ

れまでの課題を含めて取組を加速させていっ

ているというふうなところでございます。 

 ただ、委員御指摘あったように、これは大

きくどんと膨れているというふうなことでも

ございませんで、課題を捉えながら一歩一歩

というふうなところが現状でございます。 

 委員御指摘のとおり、これは全庁的な取組

として、農林水産部は農林水産部、土木部は

土木部ということで、各部全体での取組とい

うのが必要になってまいります。 

 ここにつきましては、現在、情報化推進本

部と副知事をトップとしております庁内会議

で、全体の予算あたりも見ながら進めていっ

ているところでございますので、引き続き、

全庁横串で、デジタル戦略局のほうで取り組

んでまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○平井総務部長 ありがとうございます。 

 今の回答でほぼカバーしていると思うんで

すけれども、ちょうど県政情報文書課の話が

出ましたので、総務部としてもお答えさせて

いただきますが、例えば、その文書の在り方

というところを考えるときに、デジタル技術

をどこで使うかという部分と、そもそも文書

の在り方はどうあるべきかという部分がクロ

スオーバーしておりまして、えてするとそれ

ぞれの部署が自分ところの守備範囲を相手方

のところに侵害してはいけないという形で遠

慮するようなことがあってはいけないと、そ

の業務そのものを担当しているところがＤＸ

の視点のほうにも深く踏み込んで検討しなき

ゃいけないし、デジタルのほうからは、業務

の内容を分かった上でデジタル的な助言をい

ただかないと進んでいかない。 

 最終的な決定権は、それぞれの事業の主管

課になりますけれども、当然、デジタルのほ

うの責任者とも意思を疎通した上で決定して

いく、そういう形が望まれていると思いま

す。お互いが一歩ずつ引いて、それはあっち

の仕事というようなことにならないように仕

事を進めていきたいと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○山口裕委員 今、今後にちょっと懸念とい

うか、横串なんていうのは、それはもう場当

たり的な対応だと思っていますし、表現だと

思っておりますし、今部長の話を聞いても、

やはり具体的に行政だけを考えても、ＤＸ、

まだまだ迷いながら推進しているのかなとい

うのがちょっと懸念でありまして、実はそう

いった対応をしていると、何をやりたいの

か、何を具体化したいのか、ＤＸによってよ

り効率的に何を目指したいのか、すごく明快

にしないとやっぱりみんなに伝わらない。 

 実際、デジタル推進会議なんていうのは、

小野副知事のときから立ち上がっていますけ

れども、やれているのは一部ですよね。です

よね。方向性、じゃあＤＸ、どうやってやる

んだということを明快にしないと進みづら

い。 

 実際、システム開発に関わってすごく痛感

するのが、使いたい人は、あったらいいよね

という感覚でついＤＸにチャレンジしてしま

う。でも、つくる側からすると、皆さんが何

をやりたいのか明快じゃないと、何も具体的

なものは出てこないし、また、予算も、そし

てまた、そうですね、時間もかなり使って構

築してしまうという結果に陥りやすいので、

ここはやっぱり重要でありまして、もちろん

理事もその役目を受けておられますけれど

も、誰が旗を振っていくのか、すごく重要だ

と私は思っております。そういったことも踏
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まえて今後対応していただきたいと願うとこ

ろですが、何かあったら。 

 

○小金丸理事 御指摘ありがとうございま

す。 

 我々も、進め方として、やっぱり３つの方

向性が必要と思います。 

まず１つは、庁内、これは先ほど受島課長

が申し上げましたように、高度情報化推進本

部、それで各部単位でそれぞれ、いわゆるＤ

Ｘを進めていくということを進めておりま

す。 

 事業規模の予算としても、年々増えている

ところで、各部がデジタル化に進んでいると

いうところは言えるかと思います。 

 ２つ目が、住民の皆様に一番身近なところ

で市町村でございます。こちらにつきまして

は、我々も、今年は14市町村のほうに入らせ

ていただいて、いろいろ担当者の方のニーズ

も聞きながらデジタル化を進めていくという

ことですが、やはり技術的な側面だけではな

く、具体的に市町村でどう――事業を組み立

てる際、首長さんあるいは住民の方にどうい

うふうに説明していくかと、そういう組立て

からもう少し指導していただけないかという

話があったものですから、来年度は、新た

に、いわゆる行政知識を持った、あるいはデ

ジタル化の知識を持った、両面持った者が全

市町村にも入っていきたいというふうに考え

ています。 

 ３つ目が、我々が一番悩んでいるところ

で、今回、ＤＸのコンソーシアム、350を超

えるいわゆる企業さんあるいは市町村さんが

入っていただきましたが、なかなかまだ、山

口委員がおっしゃるとおり、やはり身近なデ

ジタル化が本当に必要な部分をどうするかと

いうところのコンソーメンバーのいわゆる交

流というのがまだできていないところが我々

の反省点でございます。 

 そういったところで、来年度は、予算はそ

んなに規模はないんですが、コンソーメンバ

ー間がしっかりと組み合って、社会課題を持

っているところとそこを解決するところをし

っかりと組み合わせるように、今申し上げた

３つの視点を組み合わせながら積極的に進め

ていきたいと思っていますので、引き続き御

指導、御支援、よろしくお願いいたします。 

 

○西聖一委員 私も、山口委員と全く同じこ

とを質問しようとして考えて、もう少しちょ

っと聞き足したいんですけれども、50ページ

の新規事業ですね。 

 官民相互の連携って書いていますけれど

も、官民に共通するこの――この場合書いて

いる、考えているデータとは何なのかという

のと、官が提供するのはいっぱいありますけ

れども、基本的に個人の情報に関する部分で

あって、なかなか落とせない部分があるのを

民に開放するというイメージですよね。 

 じゃあ、民が持っているデータ、官は何を

求めているのかという何か具体なのがちょっ

と分かれば教えていただきたいですし、この

県内共通の基盤整備とありますけれども、本

来だったら国が基盤をつくって、それに合わ

せていくべきだと思うんですが、県が走るこ

とによってまた後戻りすることがないのかな

ということで、この6,600万というのはどん

なことに使うのか、ちょっと具体的に話して

ください。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 この50ページにございますデータ連携基盤

と申しますのは、公――市町村が、例えば、

防災のサービスを行う、あるいはヘルスケア

のサービスを行うというときに、これまでは

基本的には自分たちが持っているデータを中

心に使っていたと、必要に応じて民間のデー

タを取り寄せてということがこれまであった

というふうなことだと思いますけれども、こ



第７回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（令和５年３月13日) 

 - 27 - 

のデータ連携基盤といいますのは、国のデジ

タル田園都市国家構想の基本方針でも位置づ

けられているものでございまして、そういっ

たものをリアルタイムで民間が持っているデ

ータ、それか国、県、それか市町村自らが持

っているデータというのを、常に統合させる

形でリアルタイムで何か生み出していける基

盤というふうなことで位置づけられておりま

す。 

 県独自ということではなくて、この基本的

な仕様につきましては、国のデジ庁のほうが

示しているというふうなところでございまし

て、熊本県といたしましても、これにのっと

って構築をしていくというふうなところを考

えてございます。 

 それともう１点、データにつきましては、

委員御指摘のとおり、個人データにつきまし

ては、非常に個人情報保護法の観点もござい

ますので、そこについては、もう取扱いにつ

いては従来と変わらず、できないものはでき

ないということで慎重に取り扱っていく、一

方で、個人の情報によらないもの、例えば防

災ですと、これから、例えば水位がどうなっ

ていくか、あるいは災害の状況が今どうなっ

ているかというのを、それぞれ国の持ってい

る、民間の持っている、市町村の持っている

というふうなことをリアルに結びつけていく

ことで、例えば早期の災害予測につながって

いくあるいは避難の誘導につながっていくと

いうふうな、そういったことをイメージしな

がら取組を進めているというふうなところで

ございます。 

 

○西聖一委員 じゃあ、当面は災害用に向け

てというほうが分かりやすいのかなという気

がしますけれども、まあそういうところから

始めるということで理解していいですかね。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 委員御指摘の

とおり、市町村の方といろいろお話をしてお

りますと、一つ、防災、そしてもう一つがヘ

ルスケア、医療、福祉というものの一体的な

提供、それから観光分野、このあたりについ

て市町村の方の関心が非常に高うございます

ので、共通の基盤として取り組んでいくもの

としては、そのあたりが中心になってくるも

のというふうに考えてございます。 

 

○西聖一委員 今出てきた医療、福祉になっ

てくると、本当極めて個人的なものがあっ

て、警戒される県民の方も多いと思うので、

そこら辺をちょっと慎重にお願いしたいなと

いうのが一つです。よろしくお願いいたしま

す。 

 あと２点。 

 あと、ちょっと簡単な話で申し訳ないんで

すけれども、28ページですね。 

 ＬＥＤ化、ＣＯ₂削減のため、頑張って県

庁挙げてやっていますけれども、この経費、

今回投入していますが、全庁的に何％ぐらい

ＬＥＤ化が進んだのかというのを教えてくだ

さい。 

 それともう１点が、39ページですね。ふる

さと納税。 

 これは、もう各市町村頑張って、県も頑張

っているところだと思いますけれども、この

ふるさと納税額の見込みというのは、尻すぼ

みになっていくんじゃないかなと思うんです

けれども、税務担当としてはどういうふうに

見ているのか、御意見を聞きたいと思いま

す。 

 

○永松財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 ＬＥＤ化につきましては、ちょっとすみま

せん、パーセントは今ちょっと手元にありま

せんが、新館や防災センターも全てなってお

りまして、今度本館を来年度までに全てＬＥ

Ｄ化にする予定でございます。 

 以上です。 
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○坂口税務課長 税務課でございます。 

 ふるさと納税の見込みということでござい

ますが、ふるさと納税の額につきましては、

本県の場合、昨年度が３億1,400万円という

ことで、都道府県ベースでいくと全国８位の

数字でございました。それ以前には、震災等

で平成28年には50億を超えるような寄附をい

ただいたという実績等もございます。 

 そのときのいわゆる縁といいますか、熊本

を応援していただいている方につきまして

は、引き続き現在もかなりの寄附をいただい

ているというような現状がございまして、本

年度も、令和４年の12月末現在では、３億

8,000万程度の寄附をいただいているという

ことでございまして、現段階で今後尻すぼみ

というふうな状況には考えておりませんし、

引き続き、新規の寄附者の開拓並びにリピー

ターの維持について重点化していきたいとい

うふうに考えております。 

 以上です。 

 

○西聖一委員 ＬＥＤ化については、せっか

く取り組んでいるんですから、調べていただ

いて、進んでいますよということでやってい

ただきたいと思います。 

 それから、ふるさと納税については、一定

程度ずっと見込めるということで、返礼品

は、熊本県はたしかくまモン関連グッズだっ

たかなと思いますけれども、せっかくくまモ

ンをＰＲしているのであれば、一定程度ずっ

と保てるような方策も考えながら納税のお願

いをしていただければと思いますので、よろ

しくお願いします。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口裕委員 先ほど西委員の質問にちょっ

と関連しますけれども、今説明を受けて、個

人情報だったり、もう１つ考えられるのは情

報公開の観点だと思いますが、そういった中

で、実は今の条例等の中でもデジタルという

言葉は記載はあるわけなんですよ。ただし、

私が勝手に理解するのは、記録、副次的な記

録媒体としての位置づけなので、この観点に

ついては、今後ＤＸを進めるに当たっては、

根本的にもう一回整理をしなければいけない

観点、例えば、情報の取扱いも含めてですけ

れども、情報がよりよく効率的に使用される

ように取り扱うこともすごく重要な観点だと

思いますので、条例の現状等も踏まえて、Ｄ

Ｘを進めるに当たって、その辺りも解消して

いくとか見直していく必要があると思ってお

ります。その点についても御精査いただけれ

ばと思いますが。 

 

○坂本県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 委員御指摘のとおり、文書のデジタル化と

いうのは大変進んでおりまして、当課におい

ては、電子決裁システムを昨年度リニューア

ルさせていただいたことで、本庁知事部局に

おいては98％ぐらいが電子決裁、それから全

庁的にも、出先機関も含めましても88％ぐら

いが電子決裁というふうになっております。 

 ただ、実際に決裁するだけの文書ではなく

て、そのほかでも、行政文書の定義でいきま

すと、組織的に共有しているものということ

で、職員がそれぞれパソコンや共有フォルダ

の中に持っている文書がございます。これを

行政文書共有範囲としてどのように認識する

かとか、メールの情報も、組織的に共有して

いるものであれば、それは行政文書に該当し

ますので、そういったところをどうしていく

かは、今、国の情報も得たり、各県の情報も

得たりしながらやっておりますが、しっかり

と整理していかなければならないと思ってお

ります。 

 また、利用の側面につきましては、個人情

報保護法が今度４月から地方公共団体にも適
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用されるということで、その中では、利用の

側面につきましては、個人情報が分からない

ような形にして、匿名加工して、一定の県が

持っている情報を産業とか地域の振興に役立

てるというようなことにも利用できるという

ことの制度に変わってまいりますので、そこ

についても、国の動向も見極めながらしっか

りと対応していきたいと思っております。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか。 

 

○田大造委員 税務課さんにちょっとお尋

ねなんですが、39ページ、40ページ近辺なん

ですが、県が徴収する各種税金というのがあ

るわけですが、法人からとそして個人からと

税というのは徴収するわけですけれども、例

えば自動車税、５月に封書で幾らですよと法

人にも個人にも通知が来るんですけれども、

これは、ざっくりとでいいんですけれども、

今オンラインで、デジタル化で納税している

割合というのは、法人でどのくらい、個人で

どのくらいというのは、今分かるでしょう

か、教えてください。 

 

○坂口税務課長 税務課でございます。 

 自動車税の納付に関しまして、従来からク

レジットでございましたり、31年、令和元年

度等では電子マネー等のスマホ納付等をやっ

ているような状況でございます。 

 その率につきましては、それぞれ５％程

度、おおむね１割ということで、圧倒的に多

いのがコンビニ納付が多いような状況で、窓

口納付が半分、コンビニ納付が４割以上とい

うふうな、残りがいわゆるキャッシュレスと

いうふうな状況になっております。 

 法人について、個別のデータというのはち

ょっと持ち合わせておりませんので、そんな

に多くないのではないかなというふうに思っ

ております。 

 以上でございます。 

 

○田大造委員 恐らく、ＤＸ社会で目指す

べき方向性というのは、もう全部オンライン

で完結する社会なんだと思うんですね。それ

なら郵送料もかかりませんし、経費をなるだ

け社会でコストをかけなくすると。まあ、い

ろんな問題というのはあると思いますが、ど

んどんＤＸを推進していくことを希望しま

す。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 県政情報文書課ですけれど

も、県立大学についてちょっとお尋ねしま

す。 

 今、県立大学の学長か理事長か、あの白石

さんというのはどちらですかね。白石さんは

学長ですか。 

 

○坂本県政情報文書課長 理事長でございま

す。 

 

○岩下栄一委員 理事長ですね。白石理事長

が、何か核廃絶の国際会議で委員長、座長に

なられたということで世界の注目を浴びてお

りますけれども、あの特徴のない県立大学

で、これを機会にやっぱり平和を主張するあ

るいは核廃絶を主張する大学として県立大学

がアピールできていけばいいなと思うんです

ね。 

 で、白石理事長個人だけじゃなくて、大学

本体が、そういう平和というものに対して認

識を高めていくということが、あるいは学科

を新設したり、そういうのがあればいいなと

思うんですね。これは私の希望ですけれど

も。 

 県立大学は、県立女子大学が改組して今日

まで至って、相当な努力が内外ともに払われ

てきましたけれども、何となく特徴のない大

学になっております。そう言っちゃ悪いけ
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ど。だから、そういう意味で特徴を出すとい

うのは、やっぱり学校が何を発信しているか

ということにも関わるから、白石さんが核廃

絶の委員長になられたのを契機として、そう

いう大学の主義主張というものを新たに出さ

れたらどうかなと。これは総務部長にお尋ね

しますが、考え方を。 

 

○平井総務部長 幸いにといいますか、去年

の３月まで県大におりましたので、そのとき

の状況も含めてお答え申し上げますと、県立

大学、特徴がないと今お叱りも受けておりま

すけれども、その中で今取り組んでいる３つ

のテーマがあるかと思います。 

 従来からやっていてちょっと目立ちにくい

かなというのが、地域との絡み合いというこ

とで、「もやいすと」ということで、地域に

おける人材を育てるというのを一つ大きなテ

ーマにしています。 

 残り２つは、まだ現在進行形で変わってい

るんですけれども、１つが、今お話のありま

した国際化でございます。 

 国際化という視点につきましては、現在の

白石理事長が国際政治学者というのもござい

まして、とにかく海外の大学との交流を進め

て、海外からの留学生等をより多く受け入れ

ていこうということでやっておりますが、ち

ょうど就任された年からコロナ禍というのに

入りまして、海外とも人的な直接の交流がち

ょっと滞っていたところはございます。 

 幸いにして、今回、大変緩和がなされます

ので、構想中でとどまっておりました海外の

大学とのさらなる姉妹提携のような取組も、

これから進んでいくかと思っております。白

石理事長任期中に、何とか一歩でも二歩でも

進めればという点が１つでございます。 

 もう一つが、今の話題にもなっておりまし

たＤＸ化、情報化の流れでございます。 

 熊本大学と東海大学とも連携をしまして、

地域のＤＸ化の拠点校という取組をやること

になりました。熊本駅に行っていただきます

と、実は大きな熊本大学の看板が出ているん

ですけれども、それは、熊本大学、熊本県立

大学、東海大学と連携して、国家挙げてのＤ

Ｘ人材育成のためのプログラムをやっていく

ということになっております。 

 これに合わせて、県立大学のほうでも、総

合管理学部の中の情報コースというのが今あ

るんですけれども、そちらを専攻科という形

で強化しながら、デジタル人材の育成、文理

融合型のデジタル人材の育成に手をつけよう

としております。 

 こういった今の課題に対応するような対応

も、県立大学の中で今まさに進行形でござい

ますので、応援いただければと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○岩下栄一委員 国際政治学者たる白石先生

が理事長のうちに、県立大学にどういう特徴

が描けるかという点を十分考慮して、まあ、

国際化もいいですけれども、私は、やっぱり

さっきから言っているように、核廃絶の平和

とか、そういう大きなテーマを持った大学に

発展していただきたいと希望しております。 

 以上です。 

 

○髙島和男委員長 ほかに質疑はございませ

んか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第33号、第36号、第44号、第47号、第54

号から第57号まで及び第68号について、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第33号外８件について、原案のとおり
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可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第33号外８件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が４件あっておりま

す。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○坂野市町村課長 市町村課でございます。 

 水道広域化推進プランの策定について報告

をさせていただきます。 

 前回の委員会で、プランの策定の背景やこ

れまでの県における取組及びプランの方向性

等について説明をさせていただきました。 

今回、プランの内容につきまして、おおむ

ね市町村との協議が調いましたので、本日

は、水道事業の将来見通しとプランの推進方

針について説明をいたします。 

 ２の水道事業の将来見通しをお願いいたし

ます。 

 国の示すガイドラインに沿って、50年後の

将来推計を行ったところ、人口減少等に伴

い、県全体の給水収益は25.4％減少する見込

みとなっております。 

 一方、水道施設の更新に係る投資額は、現

在の施設を単純に更新すると仮定しますと、

今後の投資額の平均は、現在の水準の1.61倍

になると見込まれております。 

 料金設定の基礎となる給水原価を計算しま

すと、今後漸増しまして、令和56年度には、

令和元年度と比較して1.76倍になると見込ま

れているところでございます。 

 次に、３のプランの推進方針についてでご

ざいます。 

 こうした将来見通しに対しまして、大きく

２つの柱立てで進めていくこととしておりま

す。 

 １つ目が、広域化の推進、経営の効率化で

ございます。 

 施設の運転管理の共同委託や料金管理シス

テム等の共同化を推進していくこととしてお

ります。また、経営の統合につきましても、

共同化の取組を踏まえながら検討していくこ

ととしております。 

 ２つ目が、アセットマネジメントの推進で

ございます。 

 給水原価の上昇を抑えるためには、やはり

施設の更新費用の圧縮が不可欠となります。

人口減少に見合った施設の更新や効率的な資

産管理並びに水道料金の適正化を推進してい

くこととしております。 

 次のページには、プラン案の概要を添付し

ております。 

今月中にプランを策定し、公表する予定で

ございます。また、本日のこの内容につきま

しては、本委員会のほか、地域対策特別委員

会のほうにも報告をしております。また、経

済環境常任委員会につきましても、環境保全

課のほうから報告をさせていただく予定でご

ざいます。 

 説明は以上でございます。 

 

○田口消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 報告事項の②、Ａ３資料で御説明いたしま

す。 

 今年度、消防学校の教育訓練機能強化事業

につきまして、検討を進めています消防学校
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の本館及び寄宿舎の整備に係る基本計画につ

いて、検討状況を御報告いたします。 

 まず、左側の①教育訓練環境の向上、それ

から女性受入れ環境の充実についてでござい

ます。 

 消防人材の育成の面から、消防体制の充実

強化を図るため、本館の教室や実習室などの

拡充により教育訓練環境の向上を図るととも

に、寄宿舎につきましては、現在２段ベッド

の寝室部分を個室化するとともに、共同で利

用しているシャワーなどを各寮室に整備する

ことなどを検討するなどにより、女性を含め

た学生の受入れ環境の充実を図る計画として

おります。 

 中段の網かけ部分に施設の概要を記載して

おります。 

 いずれも調整中でございますが、新校舎

は、鉄筋コンクリート造の免震構造として、

本館と寄宿舎を合築して地上６階建ての建物

として、事業費は、設計費を含めまして約44

億円と試算しております。 

 次に、右側の②災害対応能力の向上、環境

負荷の低減についてでございます。 

 消防学校は、九州広域防災拠点構想におき

まして、広域支援部隊の拠点と位置づけられ

ていることから、施設や活動スペース、駐車

場の拡張によりまして、緊急消防援助隊の受

援機能を強化するとともに、太陽光発電など

の設置により災害対応能力の強化を図る計画

としています。また、再生可能エネルギーな

どを積極的に導入することにより、環境負荷

の低減も図りたいと考えております。 

 ②の下には、建物のイメージを記載してお

ります。まだこれはイメージでございます。 

 最後に、下段の２、スケジュールを記載し

ております。 

 来年度、令和５年度から２か年で設計を行

いまして、令和７年度に着工、それから令和

８年度に竣工、９年度には現行施設の解体を

予定しております。 

 報告は以上でございます。 

 

○有働政策監 球磨川流域復興局でございま

す。 

 右上に報告資料③と記載してあります資料

をお願いいたします。 

 緑の流域治水の推進と五木村、相良村振興

について、現在の主な取組状況を御報告しま

す。 

 なお、本件については、総務常任委員会の

ほか、建設常任委員会においても、同様に御

報告させていただいております。 

 まず、１、緑の流域治水の主な取組状況と

して、(1)流水型ダムの進捗状況を御説明い

たします。 

 初めに、①環境アセスメントの進捗状況で

ございます。 

 昨年11月14日、国において環境影響評価方

法レポートが公表され、12月28日まで一般か

らの意見聴取が実施されました。 

 今後、一般からの意見に加え、１月16日に

開催された流水型ダムに係る環境影響評価審

査会や流域市町村長の御意見等を踏まえ、知

事意見を提出する予定です。 

 次に、②流水型ダムの事業の方向性、進捗

を確認する仕組みについてでございます。 

 囲みの中に記載のとおり、新たな流水型ダ

ムが、安全、安心を最大化するものであると

ともに、球磨川、川辺川の環境に極限まで配

慮し、清流を守るものとして整備が進められ

ているのか、事業の方向性や進捗を確認する

仕組みの第１回会議を、昨年12月25日に開催

しました。 

 会議では、流水型ダムの構造や環境影響評

価について、現在の検討及び進捗状況等を確

認いたしました。 

 なお、囲みの下に、当日構成員の皆様から

いただいた主な御意見を記載してございま

す。今後も、流水型ダムに関する情報につい

て、県民の皆様への周知を図ってまいりま
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す。 

 (2)宅地かさ上げ、輪中堤の進捗状況につ

いてでございます。 

 球磨川流域において、宅地かさ上げの対象

となる各地区では、説明会や現地見学会など

を開催し、整備方針が決定した地区から順次

設計、用地測量等に着手しています。先月19

日には、球磨村神瀬地区において、豪雨災害

後初となる宅地かさ上げ事業の着工式が開催

されました。 

 (3)県管理支川の整備の推進についてでご

ざいます。 

 先月22日には、あさぎり町の田頭川の河道

整備に関する説明会を開催しました。令和５

年度下半期の工事着手に向け、現在用地測量

を進めているところです。 

 裏面をお願いします。 

 (4)水防災意識の醸成についてでございま

す。 

 本年１月21日に、ＮＰＯ法人と国、県、八

代市が連携してイベントを行い、防災に関す

るパネルや浸水想定区域図などを用いて、直

接水防災の重要性や必要性をお伝えしまし

た。 

 最後に、２、五木村、相良村の振興につい

て御報告します。 

 五木村については、これまで、新たな振興

計画の策定に向け、五木村及び村議会と意見

交換を重ねてきました。 

 そうした中、本年１月21日には、知事が五

木村を訪問し、村及び村議会と意見交換を行

いました。その中で、新たな振興計画の実効

性と継続性を担保するため、おおむね20年間

の中長期的な財政支援を行うことを村にお伝

えしました。 

 具体的には、新たな振興計画に基づく村の

事業に活用する分と国のダム関連事業への直

轄事業負担金分を合わせて、総額100億円規

模の財政支援の枠組みをお示ししました。 

 なお、この直轄事業負担金分については、

米印で記載のとおり、中止するダム関連事業

がある場合は、その負担金相当分を活用し

て、国、県、村で協議の上、村に必要な事業

を実施することを想定しています。 

 この総額100億円規模の財政支援のうち、

村の事業に活用する分の50億円は、県から村

に段階的に交付する予定であり、来年度は、

10億円を一括して村に交付したいと考えてい

ます。 

 そして、今月中には、国、県、村で今後の

五木村の振興を協議する場を設け、新たな振

興計画を策定する予定です。 

 次に、相良村の振興について御説明しま

す。 

 下段を御覧ください。 

 相良村については、昨年10月に相良村から

提案があった村の振興策について、田嶋副知

事をトップとする相良村振興推進会議の下、

全庁挙げて県の支援策の検討を進めてまいり

ます。今月中に第２回の相良村振興推進会議

を開催し、県としての支援策を取りまとめた

上で村に提示する予定です。 

 説明は以上です。 

 

○枝國管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 報告資料の④をお願いいたします。 

 熊本県契約に関する取組方針についてでご

ざいます。 

 持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公

契約条例は、９月定例会で御議決いただき、

令和４年10月12日に公布されたところでござ

います。 

 この条例に基づき、取組方針を策定すると

いうことが必要でございます。条例施行の令

和５年４月１日に合わせて、取組方針策定の

準備を進めてございます。 

 この方針案の概要につきまして御説明申し

上げます。 

 条例の基本理念ごとに取組の方向性を整理
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しております。 

 基本理念の１、契約の透明性、公正性の確

保や不正行為の排除について、基本理念の

２、総合的に優れた内容の契約の締結につい

て、基本理念の３、誰もが安心して働き続け

られる労働環境の整備や活力ある地域経済の

振興について、そして基本理念４、環境に配

慮した事業活動など、事業者による持続可能

な社会の実現に資する取組の勘案、こういっ

たことにつきまして、それぞれに関する取組

の方向性を示してございます。 

 この概要には、主なものを記載しておりま

す。その中でも、来年度、次の点について重

点的に取組を進めてまいりたいと考えており

ます。 

資料中の重点と記載している箇所でござい

ます。 

 １つ目は、基本理念の２のところでござい

ますが、最低制限価格制度の基準等に関する

検討でございます。 

 最低制限価格制度は、契約の性質や目的に

より適用しているもので、設定した基準額に

満たないものを排除し、いわゆるダンピング

を防止する、そして契約の実効性や質を担保

するための制度でございます。 

 幾つかの業務委託に関する基準について、

御意見、御要望等を頂戴しているところでご

ざいますので、その見直しについて、着手、

検討してまいります。 

 ２つ目は、基本理念３にございます労働関

係法令の遵守を担保する方法を検討してまい

ります。 

 具体的に申しますと、例えば、契約書や仕

様書に労働関係法令を遵守する旨の記載をす

ること、そういったことを考えてございま

す。 

 ３つ目は、右側の基本理念３の中段以降に

係るものでございます。アンダーラインが３

か所書いてありますのがこちらに関するとこ

ろでございます。 

 企画コンペ等の県の契約の相手方の選定に

おける事業者の取組の評価について検討して

まいります。 

 事業者の取組の評価は、県の施策実現の手

段という側面もございます。契約の相手方を

選定する場面場面において、例えば、県の登

録制度や認証制度に御協力いただいている事

業者を加点評価する、そういったことの具体

的な実施方法、そういったものを検討して進

めてまいります。 

 これにつきましては、早ければ来年度半ば

頃、実施可能な事業から先行して行うという

ことを考えてございます。 

 そして、左下でございますが、新しい条例

でございますので、特に広報、周知に力を入

れてまいります。 

 まずは、この条例の趣旨や目的、基本理念

を中心に、県と契約を結ぶ事業者の皆様や業

務に従事されている皆様、広く県民の皆様に

知っていただくことが重要であると考えてお

ります。 

 公契約条例の基本理念を踏まえた契約の締

結、履行の確保、また、事業者の取組の緩

和、ひいては公契約を通じた労働環境の充実

や多様な人材の活躍、環境に配慮した事業活

動、こうした取組が企業価値の向上にもつな

がっていくことなど、ホームページや動画、

紙媒体など様々な広報媒体を活用し、展開し

てまいります。 

 最後に、右下でございますが、推進体制で

ございます。 

 庁内で進行管理し、また、有識者、関係団

体による推進委員会で御意見等を伺い、ＰＤ

ＣＡを着実に実施することで取組の充実につ

なげてまいります。 

 県と事業者が結ぶ公契約をよりよいものに

するとともに、公契約を通し、県と事業者が

共に持続可能な社会の実現に向けた取組を進

めていく、そのような公契約条例の基本理念

を具体化した取組を進めていきたいと考えて
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おります。よろしくお願い申し上げます。 

 以上、御報告でございます。 

 

○髙島和男委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○山口裕委員 水道の広域化推進プランにつ

いて、ちょっと国の考え方を教えていただき

たいんですが、この広域化に向けて取り組む

プランを作成すると、例えば、有利な支援と

か補助があるなんていうふうに理解しとって

いいんですか。 

 

○坂野市町村課長 市町村課でございます。 

 今県のほうで広域化推進プランのほうの策

定作業を進めておるところですが、もちろん

経営を持続的なものとして進めていくために

補助金の活用というのは非常に重要なことで

ございますので、国庫補助等がございますも

のについては、最大限そういったものを活用

していくようにアドバイスをしていきたいと

いうふうに思っています。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員 この広域化に挑むに当たっ

て、国の財政的な支援があれば進みやすいの

かなと思いつつ、まだ具体的には内容に乏し

いのかなと思いながらも、しっかりと水とい

うのを提供するために、独立採算で皆さん頑

張っていらっしゃって、そういった中で差も

生じているのは私もちょっと、実践による差

というのも出てきたのも事実でありますの

で、そういったことも含めて今後チャレンジ

していければと思っておりますので、また情

報提供等をよろしくお願いします。 

 もう１点、お願いします。 

 

○髙島和男委員長 はい。 

 

○山口裕委員 すみません。唐突なんです

が、この消防学校の整備、すごく防災拠点と

していいんじゃないかなと思うんですが、例

えば、災害対応の折にヘリコプターの発着等

も想定されますけれども、実は、この消防学

校が立地している場所って、高速道路のそば

ですよね。そういったことも考えると、平時

は使えないけれども、何か災害時には高速道

路から直接直結して降りれる、そんな何か施

設整備も考えていいんじゃないかなと。いや

いや、もちろん民間とかは使わないですよ。

災害対応していただく車両等がより効率的に

そこに進入できるような、そんなことも考え

ていいんじゃないかなということも思います

が、いかがでしょうか。 

 

○田口消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 まず、ヘリポートのお話がございましたけ

れども、今、ヘリポート、この計画の中で

は、ヘリポートは今のところ予定はしており

ませんが、近隣のグランメッセに自衛隊のヘ

リも離発着できるヘリポートが既に整備済み

でございまして、そちらを活用するというこ

とで考えております。 

 また、高速道路から消防学校へ直接入れる

道路ということでございますが、そこまでの

検討はいたしておりませんが、各県の消防本

部からお聞きしますと、高速道路のインター

チェンジから非常に近いということで、非常

に好評を得ております。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員 グランメッセにしても、熊本

地震の折にも対応の拠点だった、そしてま

た、今後整備されるこの消防学校も、何かす

ごく充実していくと、機能強化達成されるん

じゃないかなと思いつつ、何かぐるっと回っ

たり、取付け道の話であったり、もうちょっ

と広い視野で何か考えていただくと、より防
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災力が上がるんじゃないかなという意見でし

た。 

 以上です。 

 

○田口消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 ありがとうございます。そういった視点も

含めまして、今後、プロポーザル方式で設計

業者等を選定していく予定になりますので、

そういった視点も含めて、幅広に検討してい

きたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか 

――なければ、これで報告に対する質疑を終

了します。 

 次に、その他に入ります。 

 まず、12月の委員会において取りまとめを

御一任いただきました令和４年度総務常任委

員会における取組の成果について、お手元に

配付のとおり、案を作成しましたので、御説

明します。 

 この常任委員会における取組の成果は、今

年度の当委員会の審議の中で、委員から提起

された要望、提案等の中から取組が進んだ主

な項目を取り上げ、３月に県議会のホームペ

ージで公表するものです。 

 項目の選定等については、副委員長及び執

行部と協議し、当委員会としては、８項目の

取組を上げた案を作成いたしました。 

 ここに上げた項目は、いずれも委員会審議

により、取組が進んだ、あるいは課題解決に

向けての検討や調査が動き出したようなもの

を選定しております。 

 もちろん、この項目以外の提起された課題

や要望等についても、執行部で調査、検討等

を続けておられますが、これらの項目を特に

具体的な取組が進んでいるとして取り上げま

した。 

 それでは、この案につきまして、何か御意

見等はございませんでしょうか。 

 

○山口裕委員 エアラインについて記載があ

りますけれども、発言としては記憶もしてお

りますし、現実的なその対応状況も理解しな

いわけではないんですが、なかなか「費用増

に見合う路線の想定ができないことなどか

ら、現実的ではない」、何かこうちょっと寂

しい答弁が書いてあるかなと。 

 今後、また可能性も含めて、様々模索する

中にあっては、ここまで言及しなくてもいい

んじゃないかなというところはありますけれ

ども、いかがでしょうか。 

 

○髙島和男委員長 確かに、御指摘があるよ

うに、文面の書き方としては、山口委員の御

指摘を頂戴しながら、また、考案、考慮して

いきたいと思います。御指摘は承ります。あ

りがとうございます。 

 ほかにございませんでしょうか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 今山口委員の御意見等を

踏まえて案を修正したいと思いますが、修正

については委員長に御一任いただけますでし

ょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 それでは、今回いただき

ました御意見も踏まえて内容を修正し、ホー

ムページへ掲載したいと思います。 

 次に、委員の皆様から、その他で何かあり

ましたら質問をお受けします。 

 委員から何かありませんか。 

 

○松田三郎委員 すみません、時間が……。

１点、さっき、実は議案のところにも出てい

たんですけれども、市町村課長にお尋ねしま

すが、住民基本台帳ネットワークシステムの

維持管理推進事業というのがあって、これは

もちろん成立したんですけれども、これは大

分久しぶりに聞いたので、非常に初歩的な質
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問で恐縮ですが、これは、いわゆるマイナン

バーカードが今全国で７割強とかいう、まあ

100％にはなりにくいにしても、だんだん進

んできて、この住基ネットシステムというの

は将来的にどうなるんですかね。このすみ分

けがあるのか、だんだんだんだんそれが増え

てくると、いずれはシステム自体がなくなる

というのを、その関係なり、ちょっと教えて

いただければ。 

 

○坂野市町村課長 市町村課でございます。 

 いわゆる住基ネットと言われるシステムの

ことについての御質問ということでお伺いし

ました。 

 住基ネットといいますのは、個別市町村ご

とに住民基本台帳というのがございます。そ

ういったものを市町村ごと作っているわけで

すけれども、これをネットワークでつなげた

ものでございます。 

 これは何のためにあるかといいますと、１

つは行政の効率化ということで、例えば住民

票をこれまでは提出してくださいと言ってい

たものを、そのネットワークを使えば住民票

を提出しなくてもいいと、そういうふうなも

の、あるいは行政のほうの業務の効率化とい

うことで、今こういったシステムができてい

るというところでございます。 

 これとマイナンバーカードとどういう関係

があるのだという話でございます。 

 基本は、マイナンバーカードの番号という

のは、この住基のもともとの――以前は住基

カードというのがありましたけれども、こう

いったもともと割り振られている番号からマ

イナンバーカードいうのは実は生成されてお

りまして、そういった意味合いでマイナンバ

ー制度をつくるその基礎になるもの、基盤に

なるものというふうに我々は捉えておりま

す。 

 そういった意味合いで、今後、例えばマイ

ナンバーカードが普及すれば住基ネットが要

らなくなるとか、そういうふうな話ではなく

て、マイナンバー制度を支える基礎的な仕組

みということで、引き続き維持されるものと

いうふうに理解をしております。 

 説明は以上でございます。 

 

○松田三郎委員 まあまあ、この根拠なる法

律もまだあるんでしょうから、じゃあ、今お

っしゃったマイナンバーカードを支える制

度、ネットワークとして存続する、はい、分

かりました。 

 

○髙島和男委員長 ほかにございませんか。

――なければ、以上で本日の議題は終了いた

しました。 

 最後に、陳情書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 これをもちまして第７回総務常任委員会を

閉会いたします。 

  午後０時20分閉会 

―――――――――――――― 

○髙島和男委員長 なお、本年３月末をもっ

て退職される方が、本日９名出席されており

ます。９名の方々に、一言ずつ御挨拶をいた

だければと思っておりますが、委員の皆様、

よろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○髙島和男委員長 それでは、１人ずつ、一

言ずつでも結構ですので、お聞かせいただけ

ればと思います。 

 (小牧知事公室長、真田理事～福田政

務調査課長の順に退任挨拶) 

○髙島和男委員長 お疲れさまでございまし

た。 

 今年度最後の委員会でございますので、一

言御挨拶を申し上げます。 

 この１年間、坂梨副委員長をはじめ委員各

位の御協力をいただきながら委員会の活動を

進めてまいりましたが、委員各位におかれま
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しては、終始熱心な御審議を賜り、誠にあり

がとうございました。 

 また、執行部の皆さんにおかれましても、

常に丁寧な説明と答弁をいただき、心から厚

く御礼を申し上げます。 

 また、先ほど御挨拶を頂戴いたしました

が、勇退される９名の皆様におかれまして

は、長い間県政に携わっていただき、誠に御

苦労さまでございました。今後も新たな場所

での御活躍を心よりお祈り申し上げます。 

 最後に、委員各位並びに執行部の皆さんの

今後のますますの御健勝と御活躍を祈念申し

上げまして、御挨拶とさせていただきます。 

 ありがとうございました。(拍手) 

 坂梨副委員長からも一言御挨拶をお願いし

ます。 

 

○坂梨剛昭副委員長 それでは、一言御挨拶

を申し上げます。 

 この１年間、髙島委員長の下で委員会運営

に努めてまいりました。委員各位におかれま

しては、御指導、御鞭撻をいただき、大変あ

りがとうございました。 

 また、執行部におかれましても、退職され

る皆様方、本当にお疲れさまでした。 

 皆さん、よく振り返りますとと言われます

が、私も振り返りますと、４年前に初めて県

議会議員として１期目の活動をさせていただ

きました。何も分からない中で、執行部の皆

さんから様々な面で御指導をいただき、ま

た、県議会の先輩方からも御指導をいただ

き、私も４年間を終える形になるかと思いま

す。 

 私は、引退という形ではなくて、次なるス

テージに向けて頑張っていきたいと思います

が、引き続きまたよろしくお願いいたしま

す。 

 最後に、委員、執行部の皆様方には、委員

会で議論されましたことを含めて、令和２年

７月豪雨災害からの復興、そして新型コロナ

ウイルス感染症対策の取組をはじめ、各施策

に一層推進していただき、本県がさらに発展

しますよう心から祈念申し上げまして、お礼

の挨拶とさせていただきます。 

 本当にお世話になりました。(拍手) 

 

○髙島和男委員長 以上で終了いたします。 

 皆様、大変お疲れさまでございました。あ

りがとうございました。 

  午後０時33分 
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